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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第44期はストックオプション制度がありますが、１

株当たり当期純損失金額が計上されているため記載しておりません。第45期におきましては、調整計算の結

果、１株当たり当期純利益金額が減少していないため記載しておりません。第46期におきましては、１株当

たり当期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第47期及び第48期にお

きましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．株価収益率については、第44期及び第46期は、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

４．純資産額の算定にあたり、第48期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 22,784 23,788 22,630 21,529 20,550 

経常利益（百万円） 62 217 225 561 555 

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
△179 88 △216 395 257 

純資産額（百万円） 7,528 7,700 7,401 8,102 8,232 

総資産額（百万円） 18,334 18,336 17,467 17,578 17,919 

１株当たり純資産額（円） 502.80 514.62 495.07 542.43 551.27 

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

(△)(円) 

△11.85 5.91 △14.46 26.49 17.24 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 41.1 42.0 42.4 46.1 45.9 

自己資本利益率（％） △2.3 1.2 △2.9 5.1 3.2 

株価収益率（倍） － 55.0 － 15.9 19.1 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
595 △280 676 806 354 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△810 △173 △417 △292 △388 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
2 136 20 △410 △98 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
859 542 821 924 793 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 

（人） 

373 

[45] 

376 

[46] 

367 

[36] 

393 

[39] 

407 

[35] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第44期はストックオプション制度がありますが、１

株当たり当期純損失金額が計上されているため記載しておりません。第45期におきましては、調整計算の結

果、１株当たり当期純利益金額が減少していないため記載しておりません。第46期におきましては、１株当

たり当期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第47期及び第48期にお

きましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．株価収益率及び配当性向については、第44期及び第46期は、当期純損失が計上されているため、記載してお

りません。 

４．純資産額の算定にあたり、第48期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 21,011 21,954 20,973 19,782 20,509 

経常利益（百万円） 14 179 182 461 445 

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
△205 54 △230 286 191 

資本金（百万円） 2,473 2,473 2,473 2,473 2,473 

発行済株式総数（千株） 15,577 15,577 15,577 15,577 15,577 

純資産額（百万円） 7,425 7,556 7,243 7,870 7,934 

総資産額（百万円） 17,325 17,440 16,564 16,599 17,539 

１株当たり純資産額（円） 495.94 505.04 484.54 526.92 531.31 

１株当たり配当額（うち１株

当たり中間配当額）（円） 

5.00 

(2.00) 

5.00 

(2.50) 

5.00 

(2.50) 

5.00 

(2.50) 

5.00 

(2.50) 

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

(△)(円) 

△13.55 3.63 △15.41 19.15 12.80 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 42.9 43.3 43.7 47.4 45.2 

自己資本利益率（％） △2.7 0.7 △3.1 3.8 2.4 

株価収益率（倍） － 89.6 － 21.9 25.8 

配当性向（％） － 137.8 － 26.1 39.1 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 

（人） 

309 

[27] 

315 

[30] 

306 

[23] 

337 

[26] 

364 

[30] 



２【沿革】 

年月 概要 

昭和36年２月 丸七白川口市売木材㈱を設立し、東洋林業㈱東洋木材市場の浜問屋として木材市売業を開始 

昭和50年12月 ㈱白川口へ木材市売業務を営業譲渡 

昭和51年６月 商号を丸七住研工業㈱に変更 

昭和51年７月 本店を愛知県春日井市から、岐阜県加茂郡白川町に移転 

昭和51年10月 (名)丸七白川口製材所（現、㈱丸七）から、同社が昭和41年４月に生産開始していた集成材部門

の営業権を譲受、集成材の生産を開始するとともに、日本集成材工業会（現、日本集成材工業

(協)）の会員資格を承継 

昭和51年10月 白川第一工場（現、廃止）、白川第二工場（現、白川工場）及び七宗工場（現、七宗第一工場）

を設置 

昭和51年10月 名古屋支店（現、名古屋営業所）を設置 

昭和51年12月 造作用集成材、化粧ばり造作用集成材、構造用集成材及び化粧ばり構造用集成柱のＪＡＳ認定

（七宗工場、白川第一工場） 

昭和51年12月 東京事務所（現、東京営業所）を設置 

昭和52年４月 大阪出張所（現、大阪営業所）を設置 

昭和60年４月 構造用大断面集成材工場を建設（現、美濃加茂第二工場に移転） 

昭和61年３月 一級建築士事務所を開設 

昭和61年４月 建設大臣の認定を受けた構造用大断面集成材による自社工場（七宗第二工場）を建設 

昭和62年４月 構造用大断面集成材（甲種、乙種）のＪＡＳ認定（大断面工場） 

昭和63年３月 住宅用木質パネルの生産を目的とした、丸七ミヤマ工業㈱を設立（現、連結子会社） 

昭和63年４月 本店を岐阜県加茂郡七宗町に移転 

昭和63年10月 白川林材生産(協)から工場を買取り、七宗第三工場を設置 

平成元年３月 特定建設業の許可 

平成元年５月 美濃加茂工場を建設（現、美濃加茂第一工場） 

平成元年10月 ㈱三星を吸収合併 

平成２年４月 企業イメージの確立を図るため、セブン工業㈱に商号変更 

平成３年５月 名古屋証券取引所市場第二部に上場 

平成４年５月 美濃加茂第二工場を建設 

平成５年６月 丸七ミヤマ工業㈱から土地、建物を買取り、美濃加茂第三工場を設置 

平成８年４月 和室、特注部材の生産を目的とした、㈱オバラシマリスの株式取得（現、連結子会社） 

平成８年６月 本店を現在地（岐阜県美濃加茂市）に移転 

平成９年５月 美濃加茂物流加工センターを建設（現、美濃加茂第四工場） 

平成11年５月 美濃加茂物流加工センターを美濃加茂市から七宗町に移転 

平成12年１月 ＩＳＯ９００１の認証取得 

平成12年３月 健康商品の販売を目的とした、㈱セブンセイレイを設立 

平成12年３月 東京証券取引所市場第二部に上場 

平成13年７月 本社機能を岐阜県美濃加茂市から名古屋市中区に移転 

平成13年10月 建材の販売を目的とした、㈱ユアサ東神の株式を取得し、㈱セブン東神に商号変更 

平成15年３月 ㈱セブンセイレイの株式を譲渡 

平成16年３月 当社の株式の公開買付により、住友商事㈱が議決権の50.7％を取得（現、親会社） 

平成16年４月 美濃加茂市に資材物流センターを建設 

平成16年４月 ＩＳＯ１４００１の認証取得 

平成16年８月 本社機能を名古屋市中区から岐阜県美濃加茂市に移転 

平成18年３月 ㈱セブン東神の株式を譲渡することについて越智産業㈱と基本合意書を締結 

平成18年６月 ㈱セブン東神（現、㈱東神建材）の株式を譲渡 

平成19年３月 ㈱オバラシマリスと合併契約書を締結 

平成19年３月 丸七ミヤマ工業㈱及び㈱オバラシマリスを完全子会社化 



３【事業の内容】 

 当社グループは、親会社、当社、子会社３社及び関連会社１社の計６社により構成されており、住宅部材の製造販

売、施設建築、賃貸及びこれらに付帯する事業を行っております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

 なお、事業区分は、事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

(1）木製品事業……………主要な製品は、積層部材（階段・手摺・カウンター・洋風造作材）、化粧部材（階段・

框・和風造作材）、構造部材（湾曲・通直集成材）、住宅パネル等であります。 

住宅部材……………当社が製造販売するほか、子会社丸七ミヤマ工業㈱及び㈱オバラシマリス、関連会社岐阜

松下電工㈱においても製造販売しております。 

施設建築……………当社が上記住宅部材に関連した施設建築を行っております。 

(2）賃貸事業………………不動産等の賃貸であります。 

賃貸…………………当社が不動産等の賃貸を行うほか、子会社SEVEN GUAM CO., LTD.も同様の管理を行ってお

ります。 

 以上の企業集団等の状況についての系統図を示すと次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．上記親会社は、有価証券報告書を提出しております。 

２．特定子会社は、丸七ミヤマ工業㈱であります。 

３．議決権の所有割合又は被所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数で記載しております。  

４．上記子会社のうちには、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

５．上記子会社は、いずれも売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が100

分の10以下であるため、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

６．平成19年６月１日付をもって㈱オバラシマリスを当社が吸収合併しております。 

７．丸七ミヤマ工業㈱と㈱オバラシマリスは平成19年３月15日の株式追加取得に伴い、みなし取得日を平成19年

３月31日としております。 

８．㈱セブン東神（現、㈱東神建材）は、平成18年６月22日に越智産業㈱に譲渡しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容 

議決権の所有割合
又は被所有割合 

（％） 
関係内容 

（親会社）          

住友商事㈱ 

（注）１ 

東京都 

中央区 
219,278 総合商社 

被所有 

51.0 

(0.3) 

当社は木質建材を

仕入れておりま

す。 

役員の兼任等…無 

（連結子会社） 
         

㈱セブン東神 

（現、㈱東神建材） 

（注）８ 

愛知県 

愛西市 
100 木製品事業 100.0 

当社の建材を販売 

役員の兼任等…有 

丸七ミヤマ工業㈱ 

（注）２．７ 

岐阜県 

加茂郡七宗町 
100 木製品事業 100.0 

当社の住宅パネル

を製造しておりま

す。 

なお、当社所有の

土地、建物及び機

械を賃借しており

ます。 

役員の兼任等…有 

㈱オバラシマリス 

（注）６．７ 

岐阜県 

加茂郡白川町 
15 木製品事業 100.0 

当社の和風造作材

を製造しておりま

す。 

なお、当社所有の

建物及び機械を賃

借しております。 

役員の兼任等…有 

（持分法適用関連会

社） 
         

岐阜松下電工㈱ 
岐阜県 

美濃加茂市 
90 木製品事業 30.0 

当社製品の仕入並

びに当社所有の土

地、建物及び機械

を賃借しておりま

す。 

また、当社に階段

部材を販売してお

ります。 

役員の兼任等…有 



５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は[ ]内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数は平成18年３月末に対し、27名増加しております。これは、自己都合による退職、新規採用者及び

中途採用者の増減の結果によるものであります。 

４．60才定年制度を採用しております。ただし、本人が希望し会社が必要と認める場合には、嘱託として採用す

ることがあります。 

(3) 労働組合の状況 

 当社グループには、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

木製品事業 383 [34] 

賃貸事業 1 [－] 

全社（共通） 23 [1] 

合計 407 [35] 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

364 [30] 38.4 11.4 4,437,072 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益が好調を維持し、個人消費への波及効果もあり国内民間需要に

支えられた景気拡大が続き、また、アジアを中心とした世界経済の成長にも支えられ、回復基調が一層鮮明な状況

下で推移いたしました。その一方で、会社法の施行やＭ＆Ａを中心とした企業再編の流れが本格化するなど、企業

環境の劇的な変化が顕著に現れた１年となりました。 

 当住宅関連業界におきましては、金利の先高感及び地価上昇機運などにより、当連結会計年度の新設住宅着工戸

数は、128万5千戸と前連結会計年度と比べ2.9％の増加となりました。利用関係別の主な状況は、持家は35万5千戸

と前連結会計年度と比べ0.9％の増加、貸家は53万7千戸と前連結会計年度と比べ3.9％の増加、分譲住宅は38万2千

戸と前連結会計年度と比べ3.3％の増加となりました。一方、一戸当たりの床面積は前連結会計年度と比べ1.1％の

減少で推移いたしました。市場は住宅の低価格化に伴う価格競争激化により、依然として厳しい状況が続いており

ます。 

 このような経営環境のなか、当社グループは目標利益の確保と経営基盤の強化に努めてまいりました。 

① 住宅のトレンドを見据えたうえで、「選択と集中」の判断基準が一層鮮明になってきたことから、特に「選

択」に重点をおき、不採算事業の改革に取り組んでまいりました。販売会社で連結子会社であった㈱セブン東

神（現、㈱東神建材）を売却する等、スリム化を図り効率的な事業運営を目指しました。 

 特に製造部門においては、従来にも増して合理化と品質強化に取り組んでまいりました。なかでも構造体事

業は品質の重要性が非常に高いことからグレーディング設備の増設や接着に関して大学との共同研究に着手す

るなど製造技術・品質管理の強化に努めました。これらハード面における積極的な設備投資に加え、生産管理

全般に亘るシステムを構築し「情報の共有化・見える化」を通じた一層の効率化を図りました。 

 もう一度メーカーとしての原点に立ち返り、固有技術の継承や品質の徹底を図るため、正社員を積極的に採

用し、その育成も合わせて「ものづくり力の強化」を推進いたしました。更に昨今の耐震性の要求、プレカッ

ト需要の高まりを受け、独自の工法であるＳＮ工法の拡大に向けたプレカット事業の強化に努めるなど、製品

の高付加価値化及び当社の特色である特注品対応力の強化に取り組んでまいりました。 

② 営業部門におきましては、特に首都圏における営業展開の強化を図りました。具体的には横浜に営業所を開

設し、新たな市場開拓と同エリアにおける既存顧客の深耕に注力するとともに、ビルダーを中心とした新規販

売ルートの拡充に努めてまいりました。 

 顧客ニーズの多様化を背景として、部材の単品販売ではなく、集成材総合メーカーとしてのメリットを活か

し、スケルトン＆インフィルを基本とした企画提案営業を推進いたしました。これに伴い営業マンが企画、販

売に注力できる体制づくりを組織的に構築し、業務の分業化、事務作業の軽減化を進めました。これまで製品

管理が非常に煩雑であった階段の受発注管理をＷＥＢシステムに移行するなど、業務の効率化だけでなく短納

期化による更なる受注拡大とＣＳ向上に向けた仕組みを構築し、一層の営業力強化に取り組んでまいりまし

た。 

③ 資材調達につきましては、海外における木材価格の高騰を背景として、適正価格で安定的な資材調達体制の

構築が益々重要性を帯びてきたことから、これまで以上に調達エリアを広げるとともに、より製品に近い段階

まで加工できる海外生産拠点を展開すべく、主にタイやインドネシアを中心とした東南アジアにおいてその方

策に着手いたしました。この他にもグリーン購入法など国の政策の影響もあり、年々需要が高まっている国産

材の資材に関し、調達ルートの確保を急ぐなど、国内外を問わず木材資源の安定調達を経営の最重要課題とし

て取り組んでまいりました。 

④ 新製品開発につきましては、当社の技術力と木材の特性との融合を開発ビジョンとして位置づけるととも

に、顧客ニーズ及び環境をファクターとして取り入れることを基本としております。 

 市場ニーズとしては、住宅の低価格化や短工期化が背景にあり、低コスト、省施工が重要な開発コンセプト

になっており、これに向けて品質や機能性は維持しつつ低コストを実現する新樹種の開発や完全プレカット化

の階段、手摺ユニットの製品化などに取り組んでまいりました。また、この時代、環境を意識した製品開発は

欠くことの出来ないテーマとなっており、塗料の水性化を検討、また、国産材を利用した製品開発などエコロ

ジーを意識した製品開発に今後も引き続き注力してまいります。 



 これらの上記のテーマに取り組んでまいりましたが、当連結会計年度の売上高は205億50百万円と前連結会計

年度に比べ9億78百万円（4.5％）の減収となりました。営業利益は5億88百万円と前連結会計年度に比べ2億85百

万円（94.6％）の増益、経常利益は5億55百万円と前連結会計年度に比べ5百万円（1.0％）の減益となりまし

た。なお、前連結会計年度には包括的長期為替予約契約（クーポンスワップ契約）に係るデリバティブ解約益2

億72百万円が計上されておりました。当期純利益は、関係会社株式売却益29百万円等があったものの、固定資産

廃棄売却損17百万円、減損損失30百万円の計上があり、加えて法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額

の増加94百万円により、2億57百万円と前連結会計年度に比べ1億38百万円（35.0％）の減益となりました。これ

は、前連結会計年度において子会社の株式譲渡の合意に伴う評価性引当額の取り崩しにより繰延税金資産が増加

していたためであります。 

 なお、事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 木製品事業 

  売上高につきましては、階段、カウンター等が増加したものの、連結子会社１社を売却したことにより仕入

商品等が大幅に減少いたしました。利益面につきましては、売上が減少したものの、不採算製品の見直し、生

産性向上等により、売上高203億59百万円（前連結会計年度比4.6％減）、営業利益8億58百万円（同48.6％

増）となりました。 

② 賃貸事業 

 売上高1億91百万円（前連結会計年度比0.1％減）、営業利益1億54百万円（同1.2％増）となりました。 

 また、所在地別セグメントの業績は、前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所

在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益5億29百万

円、仕入債務の増加額7億28百万円及び長期借入れによる収入5億円等が計上されたものの、売上債権の増加額8億

58百万円、有形固定資産の取得による支出3億49百万円及び長期借入金の返済による支出7億72百万円等により、前

連結会計年度末に比べ1億31百万円減少し、当連結会計年度末には7億93百万円となりました。 

 なお、当連結会計年度の末日が、金融機関の休日であったため、売上債権及び仕入債務等が増加しており、営業

活動及び財務活動のキャッシュ・フローに影響を与えております。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果増加した資金は3億54百万円（前連結会計年度比 56.0％減少）となりました。これは主に売上債

権の増加額8億58百万円等があったものの、税金等調整前当期純利益5億29百万円及び仕入債務の増加額7億28百万

円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は3億88百万円（前連結会計年度比 32.6％増加）となりました。これは主に投資有

価証券の売却による収入91百万円等があったものの、有形固定資産の取得による支出3億49百万円及び無形固定資

産の取得による支出99百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は98百万円（前連結会計年度比 76.1％減少）となりました。これは主に長期借入

れによる収入5億円及び短期借入金の純増加額2億50百万円があったものの、長期借入金の返済による支出7億72百

万円及び配当金の支払額74百万円等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の木製品事業の生産実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社グループの事業の種類別セグメントのうち賃貸事業につきましては、生産活動を行っていないため生産

実績は記載しておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の木製品事業の商品仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社グループの事業の種類別セグメントのうち賃貸事業につきましては、商品を取り扱っていないため商品

仕入実績は記載しておりません。 

(3）受注状況 

 当連結会計年度の木製品事業の受注状況を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社グループの受注生産品は、木製品事業のうち構造部材のみであり、他は見込生産品であります。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前期比（％） 

木製品事業（百万円） 16,951 103.4 

合計（百万円） 16,951 103.4 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前期比（％） 

木製品事業（百万円） 3,364 71.1 

合計（百万円） 3,364 71.1 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

受注高（百万円） 前期比（％） 受注残高（百万円) 前期比（％） 

木製品事業 5,042 101.4 231 254.4 

合計 5,042 101.4 231 254.4 



(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前期比（％） 

木製品事業（百万円） 20,359 95.4 

賃貸事業（百万円） 191 99.9 

合計（百万円） 20,550 95.5 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

㈱レオパレス２１ 5,632 26.2 6,240 30.4 

稲畑産業㈱ 2,270 10.5 2,393 11.7 



３【対処すべき課題】 

(1) 当社グループの現状の認識について  

 当社グループが属する住宅関連業界におきましては、景気拡大の持続が見込まれるなか、翌連結会計年度の新設

住宅着工戸数も当連結会計年度の水準を維持するものと見込まれ、団魂世代などの建て替え需要も動き出すなど堅

調な状況が続くものと予想されます。しかし、住宅の低価格化傾向に伴い住宅建材市場は価格競争に一層拍車がか

かるものと予想されます。また、海外における木材資源の高騰も背景にあり、厳しい環境下で推移するものと思わ

れます。 

 一方、住宅関連業界のうち集成材業界については、優れた特性（強度、品質、加工の自由度等）が認知され、構

造部材を中心に引き続き需要は増加傾向にあり、マーケットの安定性は見込まれるものの、資材価格の高騰、輸入

品との競合など価格競争激化がより進展するものと予想されます。 

 このような経営環境のなか、集成材の特性と木が醸し出す潤いの融合をテーマに、集成材の可能性をあらゆる角

度から追求し、事業展開にフィットさせ、業界のパイオニア企業として一層の強固なものにしてまいります。 

(2) 当面の対処すべき課題の内容  

 集成材業界は、住宅の低価格化に伴う、価格競争激化及び資材高騰により、依然として厳しい状況が続いており

ます。このことから、下記の課題に取り組んでまいります。 

 ① 金物工法を中心としたプレカット事業の強化 

 ② リフォーム市場などの伸展が見込まれる分野への製品開発 

 ③ 特注品対応力（品質・デリバリー・デザイン・コスト・サービス）の強化 

 ④ 海外調達による原材料の高騰に伴う新樹種及び国産材を活用した素材開発 

(3) 対処方針  

 当社グループは、「実践！！！」をテーマとし「これまでのセブンを超えて」をコンセプトに積極果敢な事業運

営を推し進めてまいります。加えて、メーカーとしての原点に立ち返り、引き続き「ものづくり力の強化、品質の

向上」を誠実に、より着実に実行することで、お客様に確かなものをより迅速に提供できる生産体制の確立、サー

ビスの向上に邁進してまいります。 

(4) 具体的な取組状況等  

 目標利益の確保と経営基盤の強化のため従来型の事業展開からの変革を促し、大胆な事業構造の転換、合理化な

どを一層推進し、経営の構造改革に努めてまいります。 

 経営方針に基づき展開を図る課題は次のとおりであります。  

 ① 営業部門におきましては、引き続き首都圏の販売強化を図り、新たな拠点として、さいたま営業所を開設い

たしました。これで首都圏の最重要地域である東京、神奈川、埼玉のエリアを網羅することで、新規開拓はも

ちろん、既存顧客とのアプローチを高め、需要の拡大を目指します。また、顧客ニーズやこだわりをファクタ

ーに自社ブランド製品を中心とした企画提案営業を積極的に推し進め、営業力強化に努めます。 

 ② 製造部門におきましては、集成材の特性を活かし、加えて当社の強みである特注対応力を発揮できる製品群

の事業展開を強化いたします。具体的には構造材や玄関框、造作材等の湾曲材をローコスト化するなど固有技

術の発揮による他社との差別化を図り販売の拡大に努めます。また、製造工程は、品質を基本としたＣＳをよ

り確かなものにするとともに、設備の増設や更新など効果的に設備投資を行うことで一層の合理化、内製化を

進めてまいります。構造部材のプレカット事業については、加工ライン、ＣＡＤ設備を含めハード面、ソフト

面ともに増強し、一層の基盤強化を図ります。 

 ③ 製品開発におきましては、これまでと同様、市場ニーズに適応した製品開発の取組み強化を図ります。低コ

ストの新樹種の開発など今期も継続して取り組み、階段を中心とした省施工の部材及びリフォーム対応に向け

た新製品開発を進めてまいります。また、市場において一層加速化すると予測される国産材の利用について

は、ヒノキやカラマツ等を重点に取り組んでまいります。 

 ④ 資材調達においては、円安や世界的な木材需要の増加により、資材価格の高止まりが続くものと予測されて

おります。このような背景のなか、ロシア材の有効活用や東南アジアを中心とした資源開発、また現地におい

て半製品加工までの工程を担う生産拠点の確立など、資材コストの低減に努めます。また、国産材調達ルート

の開拓、確保を図るなど国内外を問わず、適正価格で良質な資材の安定調達体制を構築します。 



４【事業等のリスク】 

 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月27日）現在において当社グループが判断

したものであります。 

 当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しておりま

す。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努めて

おりますが、本株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容を併せて、慎重に検討したうえで行

われる必要があります。なお、以下の記載は本株式への投資に関連するリスクを全て網羅するものではありませんの

で、この点ご留意下さい。 

(1）住宅着工の動向が当社業績に影響を及ぼすことについて 

当社グループは、集成材を中心とした住宅部材の製造販売及び関連する製品の販売のほか施設建築、賃貸及びこ

れに付帯する事業を行っております。なかでも新築住宅向けの製品を主たる事業領域としていることから、当社グ

ループの業績は住宅着工戸数、特に木造住宅の着工戸数の動向に大きく左右される可能性があります。この数年

間、住宅着工戸数は横這い若しくは減少傾向を辿っていることから、市場における価格競争の激化は、売上ばかり

でなく収益性に大きく影響を及ぼしております。更に住宅様式の多様化、それに伴う顧客ニーズの変化が加速する

なか、以前は当社の収益の柱であった和風造作材の需要が著しく減少するなど、製品売上構成上に起因するリスク

が業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

 しかし、当社グループの事業主体である集成材は、この数年間の関連法規改正等により建築資材としての優位性

が認知され、市場は安定性を保持しており、需要は増加の状況にあります。 

 今後は、少子高齢化が進み将来的な人口動態の予測から住宅着工戸数が減少に向かうことが予測され、さらに廉

価な海外製品の流入を含め、市場の構造変化に伴う価格競争の激化は売上、利益面に大きな影響を及ぼす可能性が

あります。 

(2）特定販売先依存について 

当社グループは、売上高の相当部分が限定された顧客に依存しておりますことから、特定の顧客からの受注が大

幅に減少した場合に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

 供給体制は、顧客の業績や経営方針の転換など自社に起因しない事象に左右される場合があり、予期しない契約

の打ち切り、調達方針の変化などは業績に与える影響が大きいものと予測されます。また、これら顧客の要求に応

じるための値下げの要請などは利益率を低下させる可能性があります。 

(3）原材料の価格変動、為替変動等について 

当社グループの製造に係る主要材料のうち約40％は海外に依存し、仕掛品及び製品の一部も同様に海外から調達

しております。需給バランスや、自然環境の変化、原産国の国政、調達原材料の変化、また、為替の変動について

は、業績及び財務状況に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

(4）法的規制について 

当社グループは、集成材を中心とした住宅部材の製造販売を主な事業としております。製品及び各事業所を規制

する主な法的規制は以下のとおりであります。これら法律の新たな規制の改正などは当社の事業運営に大きく影響

を及ぼす可能性があります。 

① 建築基準法 

② 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（ＪＡＳ法） 

③ 製造物責任法（ＰＬ法） 

④ 住宅の品質確保の促進等に関する法律（住宅品質確保促進法） 

⑤ 労働基準法、労働安全衛生法及び関係諸法令 

⑥ 下請代金支払遅延等防止法（下請法） 

⑦ 消防法 

⑧ 個人情報保護法 

⑨ 環境関連法令（大気汚染防止法、水質汚濁防止法、騒音規制法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律） 



特に建築基準法は大幅な改正が行われた場合、製品の仕様、資材調達の変更など事業活動の根幹部分での対応が

必要となり当社グループの事業内容に大きな影響を及ぼす可能性があります。また、近年、環境に関する認識の高

まりを受け、公害関連の諸法律、諸規制が更に厳格化されることも予想され、これらの環境法令の改正に対応する

ため、新たな設備投資の導入が必要になるなど、これらに係る費用が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

(5）製造物責任について 

住宅業界においては、住宅品質確保促進法の施行など消費者保護の時勢を背景として、製造物の欠陥が業績に影

響を及ぼす可能性があります。製品の品質に関しては、徹底した管理を実施いたしておりますが、木材は鉄やアル

ミなどとは違い、有機物であるため、環境によっては、不具合が発生し結果として欠陥が生じる場合があります。

特に柱や梁など住宅の構造部分に関わる部材の欠陥については、大きな責任問題に発展する可能性があります。こ

の場合、発生する費用はもちろん、販売先の住宅メーカー、工務店など顧客からの信頼性を失墜させ、業績及び事

業運営に大きく影響を及ぼす可能性があります。 

(6）人材の確保と育成について 

企業価値の最大化、持続的発展が可能な会社の実現のためには、会社の基本理念に基づいた優秀な人材の確保と

育成を図ることが重要課題であると捉えております。既存事業の維持、拡大、また、新製品開発や新規事業の構築

を推進するにあたって、各セクションにおいて、それぞれに専門知識を有した人材の確保、また管理者の育成を図

る必要があります。 

 雇用の流動化が進んでいるなか、新規採用のほか、即戦力のスペシャリストの中途採用を積極的に行うなど、人

材の確保に努め、その育成にも力を注いでおりますが、生産拠点が岐阜県東部に集約されている雇用環境から、適

格な人材を十分確保できない場合、または優秀な人材が社外に流失した場合には、今後の事業運営に制限を受ける

可能性があり、将来的な当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(7）災害に対するリスクについて 

当社グループの工場及び生産関連設備、構築物が火災、地震、水害等の災害の発生により、生産活動及び業務運

営に支障をきたす可能性があります。主力工場は岐阜県東部に集中しており、立地的に河川の氾濫、土砂災害など

自然災害の危険性が比較的高く、また、東海大地震の影響が懸念される地域であります。 

 火災に対する対策については、建物、設備を含め消防法に基づいた防火体制を整備し、従業員に対して予防対策

を行うなど罹災時における対策を徹底しております。 

全ての建物、機械設備については火災、風水害など罹災時の補償を行う保険に加入しておりますが、地震保険につ

いては、保険会社が原則として保険の引受を行わないことや、例外的に引受けが可能になった場合も充分な補償が

得られないことから加入しておりません。地震による工場、その他の構築物に対し滅失、焼失等が発生した場合に

はこれらの物的損害はもちろん、復旧までの生産停止期間中の逸失利益は当社グループの事業運営や業績に大きな

影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成19年３月15日付けの取締役会において連結子会社である株式会社オバラシマリスを吸収合併すること

について同社と合併契約書を締結いたしました。 

 なお、詳細につきましては、「第５ 経理の状況 ２．財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に

記載のとおりであります。 



６【研究開発活動】 

 当社は、「顧客満足度の向上」を品質方針に、また、「地球環境との共生」を環境方針に掲げ、信頼性の高い品質

設計と地球環境に配慮した製品開発を目指し、研究開発活動を進めております。 

 現在の研究開発活動は、当社の企画開発部が中心となり、得意とする木材の集成加工技術、プレカット技術、突板

化粧貼り技術及び塗装技術を駆使し、以下の構造用集成材及び内装部材等の製品開発に取り組んでおります。 

① 当社の主要事業である構造用集成材、集成階段、化粧貼り階段、集成カウンター、和風・洋風造作材、玄関造

作材等の新製品開発 

② 省施工製品（階段、笠木、手摺ユニット、造作材）の開発 

③ 住友商事のロシア合弁会社から産出される木材資源を有効活用した新製品開発 

 ④ 国産材（桧・杉・から松）を活用した環境配慮型新製品開発 

 ⑤ 顧客ニーズに対応した各種新製品の開発 

 今後も、当社の技術力を活かした各種新製品を開発し、提案してまいります。 

 研究開発スタッフは12人で、当連結会計年度に支出した研究開発費の総額は114百万円となっております。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月27日）現在において当社グループが判断

たものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おり、財政状態及び経営成績に関する以下の分析が行われております。 

当社グループは、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債及び収益・費用の計上金額に影響を与

える見積りを行っております。なお、貸倒引当金、株式等、繰延税金資産、退職給付、偶発事象及び訴訟等に関し

て見積り及び判断を実績や状況に応じ合理的な判断により継続的に検証し、意思決定を行っております。しかしな

がら、これらの見積り及び判断は、不確実性を伴うため、実際の結果と異なる場合があります。 

当社グループは、見積り及び判断により当社の連結財務諸表に重要な影響を及ぼすと考えている項目は以下のと

おりであります。 

① 貸倒引当金 

 当社グループは、債権の回収不能見込額について、一般債権は貸倒実績率、貸倒懸念債権等特定の債権は個

別に回収可能性を検討し、不足分については追加計上しております。 

② 株式の減損 

 当社グループの連結財務諸表において、長期保有を目的とする特定の取引先の株式を所有しております。こ

れらの株式には、価格変動性が高い市場性のある株式と、市場性のない株式が含まれます。当社グループは投

資価値の下落が一時的ではないと判断した場合、株式の減損を計上しております。公開会社の株式の場合、通

常、２年間にわたり時価が取得原価に比べて30％以上50％未満継続して下落した場合、発行会社が債務超過の

状態にある場合又は２期連続で損失を計上し翌期も損失が予想される場合において減損を計上しております。

 非公開会社の株式の場合、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下した場合において減損を

計上しております。 

③ 繰延税金資産 

 当社グループの連結財務諸表において、繰延税金資産は金額上重要性があり、繰延税金資産の回収可能性に

関する会計上の判断は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼします。繰延税金資産の計上を検討する際、将来の

課税所得と回収可能なタックス・プラニングを考慮し、回収可能な繰延税金資産を計上しております。回収可

能性については、実績及び将来に関するあらゆる入手可能な情報が考慮されます。 

④ 退職給付 

 当社グループは、従業員の退職給付費用及び退職給付債務について、年金数理計算に使用される前提条件に

基づいて算定しております。年金数理計算の前提条件には、割引率、退職率、死亡率、昇給率及び年金資産の

期待運用収益率等の重要な見積りが含まれております。これらの前提条件の決定にあたっては、金利変動など

の市場動向を含め、入手可能なあらゆる情報を総合的に判断し決定しております。 

  当社グループは、これらの前提条件の決定は合理的に行われたと判断しておりますが、前提条件と実際の結

果が異なる場合には、将来の退職給付費用及び退職給付債務に影響を及ぼす可能性があります。 



(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益と民間設備投資を背景に雇用環境の改善により個人消費

も緩やかな増加がみられました。しかしながら、住宅業界においては、資材価格の高騰、住宅価格の低価格化に伴

う住宅建材市場の価格競争激化などにより依然として、厳しい状況が続いております。 

このような経営環境のなか、当連結会計年度の売上高は、205億50百万円と前連結会計年度と比べ9億78百万円

（4.5％）の減収となりました。営業利益は5億88百万円と前連結会計年度と比べ2億85百万円（94.6％）の増益、

経常利益は5億55百万円と前連結会計年度と比べ5百万円（1.0％)の減益、当期純利益は2億57百万円と前連結会計

年度と比べ1億38百万円（35.0％）の減益となりました。 

① 売上高 

 当社グループの売上高は、主に木製品事業において階段・カウンター等が増加したものの、連結子会社１社

を売却したことにより仕入商品等が大幅に減少いたしました。その結果、205億50百万円と前連結会計年度と

比べ9億78百万円（4.5％）の減収となりました。 

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価については、木製品事業のうち連結子会社１社を売却したことによる仕入商品売上の減少に伴い、

181億58百万円と前連結会計年度と比べ9億54百万円（5.0％）減少いたしました。 

 売上原価率については0.4ポイント低下し88.4％となりました。これは主に、不採算部門の見直し、生産性

の向上等によるものであります。 

 販売費及び一般管理費については、18億3百万円と前連結会計年度と比べ3億9百万円（14.7％）の減少とな

りました。 

③ 営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益 

 営業利益については、木製品事業の売上が減少したものの、不採算製品の見直し、生産性の向上等により5

億88百万円と前連結会計年度と比べ2億85百万円（94.6％）の増益となりました。 

 経常利益については、5億55百万円と前連結会計年度と比べ5百万円（1.0％）の減益となりました。 

 なお、前連結会計年度には包括的長期為替予約契約（クーポンスワップ契約）に係るデリバティブ解約益2

億72百万円が計上されておりました。 

 また、税金等調整前当期純利益については、関係会社株式売却益29百万円等があったものの、固定資産廃棄

売却損17百万円、減損損失30百万円等により特別損益としては、純額で26百万円の損失を差し引いた結果5億

29百万円と前連結会計年度と比べ46百万円（8.1％）の減益となりました。 

④ 法人税等、当期純利益 

 法人税等については、1億6百万円と前連結会計年度と比べ56百万円（111.6％）の増加となりました。 

 また、法人税等調整額についても、1億62百万円と前連結会計年度と比べ38百万円（31.0％）の増加となり

ました。これらは、前連結会計年度において子会社の株式譲渡の合意に伴う評価性引当金の取り崩しにより繰

延税金資産が増加していたためであります。この結果、当期純利益は2億57百万円と前連結会計年度と比べ1億

38百万円（35.0％）の減益となりました。 

(3）流動性及び資金の源泉 

① キャッシュ・フロー 

 当社グループのキャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、売上債権の増加及

びたな卸資産の増加があったものの、仕入債務の増加及び税金等調整前当期純利益により3億54百万円資金が

増加いたしました。投資活動によるキャッシュ・フローでは、投資有価証券及び出資金の売却による収入があ

ったものの、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出により3億88百万円資金を使用いたしました。

財務活動によるキャッシュ・フローでは、長期借入れによる収入及び短期借入金の純増減額があったものの、

長期借入金の返済による支出及び配当金の支払額により98百万円資金を使用し、キャッシュ・フローの現金及

び現金同等物の期末残高は、7億93百万円と前連結会計年度末に比べ1億31百万円減少いたしました。 

② 財務政策 

 当社グループの資金調達は、金融情勢の変化に対する対応と資金コスト削減及び調達構成のバランスを考慮

し調達先の分散、調達方法及び手段等の多様化を図っております。 

 資金調達は、原則として、運転資金については、返済期限が1年以内の短期借入金で調達し、生産設備など

の長期資金は、社債や長期借入金で調達することを原則としております。平成19年３月31日現在の短期借入金

の残高は20億12百万円及び長期借入金の残高は13億36百万円の借入金総額33億48百万円を主力銀行をはじめと

する金融機関から調達しております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、生産の集約化、合理化及び原価低減などに対応するため、木製品事業を中心に総額6億4百万円

の設備投資を実施いたしました。  

 その主なものは、木製品事業において、化粧階段製造設備（合理化）、構造部材のグレーディング設備増設（品質

強化対応）及び資材物流センターの増築並びに受発注管理、生産管理システムの構築等の設備投資を実施いたしまし

た。 

（注）上記金額には、有形固定資産のほか、無形固定資産を含めております。  

 また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品であります。 

２．上記のほか、リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

３．従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書しております。 

４．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  （平成19年３月31日現在）

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数 

（人） 
建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

美濃加茂第１第２第４工場 

（岐阜県美濃加茂市） 
木製品 

積層部材及び
構造部材生産
設備 

692 614 
1,035 

(52,570)
8 2,350 

128 

[5]

美濃加茂第３工場 

（岐阜県美濃加茂市） 

賃貸 

木製品 

賃貸用工場施
設及び階段部
材加工設備 

210 0 
557 

(24,575)
－ 768 

  

[－]

資材物流センター 

（岐阜県美濃加茂市） 
木製品 物流設備 524 67 

329 

(23,232)
1 922 

7 

[－]

七宗第１第２第３工場 

（岐阜県加茂郡七宗町） 
木製品 化粧部材生産

設備 
268 391 

864 

(31,182)
4 1,529 

122 

[2]

神渕工場 

（岐阜県加茂郡七宗町） 
木製品 住宅パネル生

産設備 
99 10 

38 

(9,127)
0 149 

－ 

[－]

白川工場 

（岐阜県加茂郡白川町） 
木製品 構造部材生産

設備 
67 32 

65 

(6,013)
0 165 

1 

[－]

本社 

（岐阜県美濃加茂市） 
管理業務 管理業務施設 7 1 

15 

[－]
6 30 

24 

[1]

共同住宅 

（名古屋市瑞穂区他２か所) 
賃貸 共同住宅 53 － 

237 

(467)
0 291 

  

[－]

名称 台数 リース期間（年） 
リース料（年間） 

（百万円） 

集成材製造設備他 ７セット ３～10 88 

電子計算機及びその周辺機器他 １式 ３～７ 15 

Ｗｅｂ積算システム １本 ５～６ 3 



(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品であります。 

２．従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書しております。 

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資は、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、重要な設備投資については、提出会社において取

締役会等で調整を図っております。 

 なお、当連結会計年度末における重要な設備の新設の計画は、次のとおりであります。 

重要な設備の新設 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．カウンター加工設備は、当事業年度に設備内容等を見直しました結果、投資予定金額を45百万円から33百万

円に変更しております。 

３．プレカットライン設備は、当事業年度に設備内容等を見直しました結果、投資予定金額を200百万円から250

百万円に変更しております。 

  （平成19年３月31日現在）

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
(人) 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

丸七ミヤマ工業

㈱ 

神渕工場 

(岐阜県加茂

郡七宗町) 

木製品 
住宅パネル

生産設備 
7 9 

－ 

[－]
1 18 

22 

[4]

㈱オバラシマリ

ス 

小原工場 

(岐阜県加茂

郡白川町) 

木製品 
和風造作材

生産設備 
4 15 

－ 

[－]
0 19 

13 

[1]

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額 

（百万円） 
既支払額 

（百万円） 
着手 完了 

当社 
美濃加茂第１
第２第４工場 

岐阜県 
美濃加茂
市 

木製品 

階段切削ライ
ン設備 

35 － 借入金 平成19.10 平成19.10 合理化

カウンター集
塵設備 

38 － 借入金  平成19.８  平成19.８  更新

カウンター加
工設備 

33 － 借入金  平成19.６  平成20.２  
改善
（注）２ 

プレス工程 
設備 

58 － 借入金 平成19.４  平成19.８  合理化

湾曲材製造 
設備 

90 － 借入金 平成19.６  平成19.11  合理化

モルダー設備 46 － 借入金 平成19.10  平成19.10  改善

プレカットラ
イン設備 

250 － 借入金 平成19.８  平成19.９  
更新
（注）３ 

ＣＡＤソフト 
更新 

35 － 借入金 平成19.６  平成19.７  合理化

集成加工ライ
ン移設 

50 － 借入金 平成19.８  平成19.８  合理化 

工場敷地内環
境整備 

115 12 借入金 平成19.２  平成19.６  環境改善 

当社 
七宗第２第３
工場 

岐阜県 
加茂郡 
七宗町 

木製品 

造作加工設備 34 7 借入金 平成18.11  平成19.６  合理化

洋風部材塗装 
設備 

35 － 借入金 平成19.４  平成20.１  更新 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）利益による株式消却 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式644,527株は「個人その他」に644単元及び「単元未満株式の状況」に527株含めて記載しておりま

す。 

なお、自己株式644,527株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は643,527株

であります。 

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、9単元含まれております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 39,821,000 

計 39,821,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 15,577,500 15,577,500 

東京証券取引所 

(市場第二部) 

名古屋証券取引所 

(市場第二部) 

－ 

計 15,577,500 15,577,500 － － 

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成14年２月14日 

（注） 
△649,000 15,577,500 － 2,473 － 2,675 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 9 7 62 2 － 892 972 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 381 9 8,687 6 － 6,329 15,412 165,500 

所有株式数の

割合（％） 
－ 2.47 0.06 56.37 0.04 － 41.06 100 － 



(6）【大株主の状況】 

（注）１．上記のほか、当社が実質的に所有している自己株式が643千株あります。 

    ２．前事業年度末現在主要株主でなかった原田義雄氏は、当事業年度末では主要株主となっております。 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式9,000株（議決権の数9個）

及び株主名簿上は当社名義となっており、実質的に所有していない株式1,000株（議決権の数1個）が含まれ

ておりますが、議決権の数の欄には含まれておりません。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住友商事株式会社 東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,476 47.99 

原田 義雄 神奈川県厚木市 1,819 11.67 

セブン工業社員持株会 岐阜県美濃加茂市本郷町六丁目11番15号 464 2.98 

セブン共栄会 岐阜県美濃加茂市本郷町六丁目11番15号 271 1.74 

杉山 榮弘 岐阜県加茂郡白川町 250 1.60 

住友林業株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目８番１号 231 1.48 

原田 茂乃 神奈川県厚木市 205 1.31 

院庄林業株式会社 岡山県津山市二宮22番１号 200 1.28 

杉山 義博 愛知県春日井市 116 0.74 

杉山 計弘 岐阜県加茂郡坂祝町 110 0.70 

計 － 11,143 71.53 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 643,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,769,000 14,759 － 

単元未満株式 普通株式 165,500 － － 

発行済株式総数 15,577,500 － － 

総株主の議決権 － 14,759 － 



②【自己株式等】 

（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株（議決権に数１

個）あります。 

なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

セブン工業株式会社 
岐阜県美濃加茂市本

郷町六丁目11番15号 
643,000 － 643,000 4.12 

計 － 643,000 － 643,000 4.12 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び 

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 3,570 1,236,620 

当期間における取得自己株式 － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行つた取得自己株
式 

－ － － － 

消却の処分を行つた取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を
行つた取得自己株式 

－ － － － 

そ の 他 
（ － ） 

－ － － － 

保有自己株式数 643,527 － － － 



３【配当政策】 

 当社の利益配分につきましては、業績に対応した配当を行うことを基本としつつ、株主への長期にわたる安定的な

利益還元及び企業体質の一層の強化と今後の事業展開に備えるための内部留保の充実などを勘案して決定する方針を

採っております。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり５円の配当（うち中間配当２円50銭）を実

施することを決定しました。この結果、当事業年度の配当性向は39.1％となりました。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、企業体質の一層の充実及び将来の事

業展開に役立てる所存であります。 

 当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式

債権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（以下「中間配当金」という。）をすることができ

る。」旨を定款に定めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成18年10月27日 

取締役会決議 
37 2.5 

平成19年６月26日 

定時株主総会決議 
37 2.5 

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 375 395 370 427 435 

最低（円） 201 210 249 274 285 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 360 310 355 350 339 349 

最低（円） 305 285 300 310 320 315 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 

（千株） 

代表取締役社

長 
  佐藤 正博 昭和22年１月９日生

昭和45年４月 住友商事㈱入社 

平成12年６月 住商建材㈱（現、三井住商建材㈱）

取締役建材副本部長 

平成14年４月 三井住商建材㈱取締役建材本部長 

平成16年10月 当社へ出向 顧問 

平成17年６月 当社代表取締役社長就任（現任） 

(注)６ 2 

代表取締役 

副社長 
製造本部長 森川 志郎 昭和26年12月23日生

昭和48年４月 (名)丸七白川口製材所（現、㈱丸

七）入社 

昭和51年10月 当社入社 

昭和63年10月 当社造作部材部長 

昭和63年12月 当社取締役就任 

平成11年４月 当社常務取締役就任 

平成13年６月 当社専務取締役就任 

平成14年７月 当社代表取締役副社長就任 

  製造統括・ＳＴＳ担当 

平成15年６月 当社代表取締役社長就任 

平成16年６月 当社代表取締役副社長就任（現任） 

営業統括・技術品質開発統括 

平成17年１月 製造本部長（現任） 

構造建材部・製造管理担当・建装部

長 

(注)６ 53 

常務取締役 

営業本部長・

西日本営業部

長・建装部長 

永吉 喜昭 昭和32年５月６日生

昭和55年４月 住友商事㈱入社 

平成15年７月 同社生活資材・建設不動産総括部長

付 

平成17年４月 当社へ出向 顧問 

平成17年６月 当社常務取締役就任（現任） 

営業本部長（現任） 

平成18年６月 建装部長（現任） 

平成19年４月 西日本営業部長（現任） 

(注)６ － 

取締役 管理本部長 馬淵 雅人 昭和39年７月20日生

昭和62年４月 住友商事㈱入社 

平成16年５月 同社生活資材本部木材建材部課長 

平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

管理本部長（現任） 

(注)６ － 

取締役 

製造本部副本

部長・化粧建

材部・積層建

材部担当 

村雲 敏一 昭和23年１月１日生

昭和38年４月 旭ベニヤ㈱入社 

昭和52年５月 当社入社 

平成５年４月 当社和室建材部長 

平成９年６月 当社取締役就任 

平成15年６月 当社常務取締役就任 

  製造統括・資材部長 

平成16年６月 当社取締役就任（現任） 

製造統括・ＯＥＭ担当 

平成17年１月 製造本部副本部長（現任）・和室建

材部・化粧建材部・積層建材部・資

材部・ＯＥＭ営業部・物流企画室担

当 

平成17年10月 化粧建材部・積層建材部担当（現

任）・資材部長 

(注)６ 4 

 



 （注）１．取締役熊谷泰雄及び富島寛の両名は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役岡嶋直孝、鈴木重喜、坪田昌幸及び串田正克の４名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

ります。 

３．所有株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

４．平成16年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５．平成18年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

６．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 

（千株） 

取締役   熊谷 泰雄 昭和25年７月31日生

昭和49年４月 住友商事㈱入社 

平成13年３月 同社物資本部セメント部長兼住商セ

メント㈱取締役社長 

平成16年４月 住友商事㈱理事 生活資材本部長 

平成16年６月 当社取締役就任（現任） 

平成19年４月 住友商事㈱執行役員 生活資材本部

長（現任） 

(注)６ － 

取締役   富島 寛 昭和33年５月29日生

昭和58年４月 住友商事㈱入社 

平成15年10月 同社生活資材本部木材建材部次長 

平成16年４月 同社生活資材本部木材建材部長（現

任） 

平成16年６月 当社取締役就任（現任） 

(注)６ － 

監査役 

（常勤） 
  岡嶋 直孝 昭和18年７月８日生

昭和42年４月 住友商事㈱入社 

平成６年１月 同社大阪審査部長 

平成12年６月 住商建材㈱（現、三井住商建材㈱）

取締役審査部長 

平成15年６月 ㈱ジューテック執行役員 

平成18年６月 当社監査役（常勤）就任（現任） 

(注)５ － 

監査役   鈴木 重喜 昭和15年11月15日生

昭和39年４月 松下電工㈱入社 

平成10年12月 真岡松下電工㈱ 代表取締役社長 

平成12年11月 松下電工㈱退職 

平成13年６月 当社監査役(常勤)就任 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

(注)４ 1 

監査役   坪田 昌幸 昭和27年５月９日生

昭和50年４月 住友商事㈱入社 

平成12年12月 同社生活物資経理部長 

平成13年４月 同社生活物資化学品経理部長 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

平成17年４月 住友商事㈱生活資材・建設不動産総

括部長 

平成19年４月 住友商事㈱理事 生活産業・建設不

動産総括部長（現任） 

(注)４ － 

監査役   串田 正克 昭和25年12月７日生
昭和61年４月 串田法律事務所開業 

平成13年６月 当社監査役就任（現任） 
(注)４ － 

        計   61 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社におけるコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、社是に掲げた、公正、透明性を基本姿勢とし

た企業倫理に基づき、経営の意思決定の迅速化と内部統制の向上を図ることで、企業価値の維持増大を目指すこと

であります。更に、これらの企業統治システムを展開するため、法令、社会規範の遵守を核とし、企業理念、経営

方針など経営に関するあらゆるビジョンを共有化させ、これを体系的に取り込み、強化することで、経営の適法性

を最重視したコーポレートガバナンス体制を構築してまいります。 

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

 ① 会社の機関の基本説明 

当社の経営管理機関としては、経営方針等重要事項に関する意思決定機関として取締役会、業務執行機関と

して代表取締役、監視機関として監査役会という会社法で規定されている株式会社の機関制度を基本としてお

ります。 

 ② 会社の機関・内部統制図 

 ③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

当社の内部統制システムといたしまして、まず経営の意思決定機関である取締役会は社外取締役２名を含む

取締役７名で構成され、最重要機関としての位置付けを鑑み、常に内部牽制の徹底を図っております。社外取

締役による独立的見地からの意見を取り入れ、適法かつ公正に経営が行われているか多元的に情報を共有する

とともに、活発な議論を交わし相互牽制を促すことで取締役会の活性化と公正化を図っております。また、緊

急を要する案件が発生した場合は、機動的に臨時取締役会を開催するなど独断的な判断に陥らぬよう常に合議

制を意識した運用を行っております。 



業務執行においては、採算の徹底を通じて市場競争力の強化を図り、年度予算として策定した目標値及び課

題を付与、それに基づく業績管理を行っております。 

 その他グループ全体に影響を及ぼす重要事項については、前述した取締役会における審議及び取締役連絡

会、役員及び部長級以上の職制で組織する経営会議等において多面的に検討を図っております。 

監督・監査の中心機構は監査役及び内部監査室であり、それぞれの見地に基づいた監査を厳密に行っており

ます。 

 ④ 内部監査及び監査役監査の状況 

監査役会は、監査役４名すべて社外監査役（１名は弁護士）で構成しており、個々の監査役の独立性を保持

しながら経営監視機能の強化を図っております。監査役は取締役会など重要会議に出席し、業務執行の意思決

定及びその執行状況について監視するとともに、日常の業務監査を行っております。更に、実効性を高めるう

えで、会計監査人との連携を強固にするとともに、内部監査室を含め、監査機構全体での意見集約を行い、積

極的に取締役会等に対して提言を行っております。 

内部監査室（２名）は、監査役監査及び会計監査人監査とは別に、会社の業務及び財産の実態を監査し、社

長に対し報告と提言を行っております。 

 ⑤ 会計監査の状況 

会計監査については、あずさ監査法人を選任しており、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は松岡憲

正（継続監査年数２年）及び豊田裕一（継続監査年数１年）の２名であります。 

 なお、当社の会計監査業務における補助者は公認会計士４名、会計士補等４名、その他１名であります。 

 ⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社の社外取締役は、親会社である住友商事株式会社から２名を招聘し、執行取締役に対するモニタリング

機能を強化することで、統治体制の拡充を図っております。 

社外監査役につきましては、監査役４名すべてが社外監査役であり、各々の専門的見地に基づいた経営監視

機能として、管理体制の適性・有効性評価における中核的役割を担っております。 

(3) リスク管理体制の整備の状況 

 取締役会において決議した内部統制システムの基本方針に基づき体制の整備を行います。具体的には、外部機関

の助言のもとに、リスクマネジメントを含めた内部統制における各事業部門の問題点を認識、更に、改善策の策定

を図るなど統制環境の整備を進めます。 

 既存の規程やマニュアルの整備はもちろんのこと、前期に実施いたしました各事業部門におけるリスク分析の結

果を踏まえ、ヘッジの手段及び対応などリスク管理の方針を明確にし、新たな規定やマニュアルとして明文化を図

ります。これらの施策を全役職員が関与することで内部統制及びリスクマネジメントに対する意識の向上を図りま

す。 

(4) 役員報酬及び監査報酬の内容 

 ① 役員報酬の内容 

取締役に支払った報酬    65百万円（うち社外取締役  2百万円） 

監査役に支払った報酬    19百万円（うち社外監査役 19百万円） 

   合計          85百万円  

（注）１．上記のほか、平成18年６月27日開催の第47期定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金を下記

のとおり支払っております。 

  退任取締役 １名 2百万円 

  退任監査役 １名 2百万円 

２．当期中に退任した取締役及び監査役の報酬は含んでおりません。 

３．当期中に使用人兼務取締役の使用人給与相当額は支払っておりません。 



 ② 監査報酬の内容 

当社と会計監査人であるあずさ監査法人との間には、当事業年度の財務諸表等に係る監査契約が締結されて

おります。 

また、当社のあずさ監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務（監

査証明業務）に基づく報酬額は13百万円であります。 

上記以外の業務に基づく報酬の内容は、財務報告に係る内部統制システムの構築にあたり、あずさ監査法人

よりアドバイザリーサービス業務を受けており、報酬額は５百万円であります。  

(5) 責任限定契約の内容の概要 

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しており、その概要は次のとおりです。 

 ① 社外取締役の責任限定契約 

社外取締役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき、善意でかつ

重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担す

る。 

 ② 社外監査役の責任限定契約 

社外監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき、善意でかつ

重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担す

る。 

(6) 取締役の定数 

    当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。 

(7) 取締役の選任の決議要件  

   当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

(8) 株主総会の特別決議要件  

   当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会におけ

る特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成17

年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表

について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     924     793  

２．受取手形及び売掛金 ※４   5,508     5,874  

３．たな卸資産     2,381     2,669  

４．繰延税金資産     221     93  

５．手形債権信託受益権     100     118  

６．その他     265     213  

７．貸倒引当金     △25     △3  

流動資産合計     9,376 53.3   9,759 54.5 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産 ※１            

(1) 建物及び構築物     2,020     1,993  

(2) 機械装置及び運搬具 ※７   1,087     1,161  

(3) 土地     3,075     3,045  

(4) 建設仮勘定     23     54  

(5) その他     46     42  

有形固定資産合計     6,253 35.6   6,297 35.1 

２．無形固定資産     119 0.7   217 1.2 

３．投資その他の資産              

(1) 投資有価証券 ※２   1,622     1,475  

(2) 繰延税金資産     0     0  

(3) その他     273     210  

(4) 貸倒引当金     △67     △40  

投資その他の資産合計     1,828 10.4   1,645 9.2 

固定資産合計     8,201 46.7   8,160 45.5 

資産合計     17,578 100.0   17,919 100.0 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金 ※４   4,750     4,961  

２．短期借入金     2,020     2,012  

３．未払法人税等     60     93  

４．賞与引当金     147     153  

５．設備支払手形 ※４   －     242  

６．その他     485     431  

流動負債合計     7,464 42.5   7,895 44.1 

Ⅱ 固定負債              

１．長期借入金     1,459     1,336  

２．繰延税金負債     294     270  

３．退職給付引当金     136     101  

４．役員退職慰労引当金     65     66  

５．リース資産減損勘定     12     －  

６．負ののれん     －     16  

７．その他     4     1  

固定負債合計     1,971 11.2   1,791 10.0 

負債合計     9,436 53.7   9,686 54.1 

               

（少数株主持分）              

少数株主持分     38 0.2   － － 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※５   2,473 14.1   － － 

Ⅱ 資本剰余金     2,675 15.2   － － 

Ⅲ 利益剰余金     2,680 15.2   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    508 2.9   － － 

Ⅴ 自己株式 ※６   △235 △1.3   － － 

資本合計     8,102 46.1   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    17,578 100.0   － － 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本              

１．資本金     － －   2,473 13.8 

２．資本剰余金     － －   2,675 14.9 

３．利益剰余金     － －   2,863 16.0 

４．自己株式     － －   △236 △1.3 

  株主資本合計     － －   7,775 43.4 

Ⅱ 評価・換算差額等              

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   456 2.5 

  評価・換算差額等合計     － －   456 2.5 

純資産合計     － －   8,232 45.9 

負債純資産合計     － －   17,919 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     21,529 100.0   20,550 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２   19,113 88.8   18,158 88.4 

売上総利益     2,415 11.2   2,391 11.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1.2   2,113 9.8   1,803 8.7 

営業利益     302 1.4   588 2.9 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   0     0    

２．受取配当金   12     15    

３．持分法による投資利
益 

  16     1    

４．仕入割引   12     15    

５．デリバティブ解約益   272     －    

６．受取手数料   7     6    

７．その他   11 332 1.5 1 40 0.2 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   42     43    

２．売上割引   24     27    

３．手形売却損   1     1    

４．その他   5 73 0.3 0 73 0.4 

経常利益     561 2.6   555 2.7 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※３ 0     2    

２．投資有価証券売却益   123     0    

３．関係会社株式売却益   －     29    

４．貸倒引当金戻入益   27     8    

５．保険差益   －     8    

６．その他   3 154 0.7 0 49 0.2 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産廃棄売却損 ※４ 51     17    

２．製品補償損失   17     16    

３．減損損失 ※５ 58     30    

４．その他   11 139 0.7 10 75 0.4 

税金等調整前当期純利益     576 2.6   529 2.5 

法人税、住民税及び事業
税 

  50     106    

法人税等調整額   124 174 0.8 162 269 1.3 

少数株主利益     5 0.0   2 0.0 

当期純利益     395 1.8   257 1.2 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2,675

Ⅱ 資本剰余金期末残高     2,675 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     2,395

Ⅱ 利益剰余金増加高      

当期純利益   395 395

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   74  

２．過年度剰余金修正高   35 110

Ⅳ 利益剰余金期末残高     2,680 

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,473 2,675 2,680 △235 7,594 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注） － － △37 － △37 

剰余金の配当 － － △37 － △37 

当期純利益 － － 257 － 257 

自己株式の取得 － － － △1 △1 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 182 △1 181 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,473 2,675 2,863 △236 7,775 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

508 508 38 8,141 

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当（注） － － － △37 

剰余金の配当 － － － △37 

当期純利益 － － － 257 

自己株式の取得 － － － △1 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△51 △51 △38 △90 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△51 △51 △38 91 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

456 456 － 8,232 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ 
シュ・フロー 

     

税金等調整前当期純利益   576 529 

減価償却費   426 412 

減損損失   58 30 

貸倒引当金の増減額（減
少：△） 

  △46 △22 

賞与引当金の増減額（減
少：△） 

  2 10 

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

  △21 △25 

役員退職慰労引当金の増
減額（減少：△） 

  5 12 

受取利息及び受取配当金   △13 △15 

デリバティブ解約益   △272 － 

支払利息   42 43 

持分法による投資利益   △16 △1 

投資有価証券売却益   △123 △0 

関係会社株式売却益 ※２ － △29 

固定資産廃棄売却損   51 17 

売上債権の増減額（増
加：△） 

  408 △858 

たな卸資産の増減額（増
加：△） 

  57 △358 

仕入債務の増減額（減
少:△） 

  △118 728 

その他   △165 △37 

小計   851 436 

利息及び配当金の受取額   14 23 

利息の支払額   △42 △43 

保険金収入   － 8 

法人税等の支払額   △16 △69 

営業活動によるキャッ 
シュ・フロー 

  806 354 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ 
シュ・フロー 

     

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △1 △1 

投資有価証券の売却によ
る収入 

  250 91 

投資有価証券の償還によ
る収入 

  10 － 

連結の範囲の変更を伴う
関係会社株式の売却によ
る支出 

※２ － △64 

関係会社株式の取得によ
る支出 

  － △27 

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △480 △349 

有形固定資産の売却によ
る収入 

  3 2 

無形固定資産の取得によ
る支出 

  － △99 

出資金の売却による収入   － 63 

その他の投資その他の資
産による支出 

  △83 △29 

その他の投資その他の資
産による収入 

  8 27 

投資活動によるキャッ 
シュ・フロー 

  △292 △388 

Ⅲ 財務活動によるキャッ 
シュ・フロー 

     

短期借入金の純増減額
（減少：△） 

  200 250 

長期借入れによる収入   600 500 

長期借入金の返済による
支出 

  △831 △772 

社債の償還による支出   △300 － 

配当金の支払額   △74 △74 

自己株式の取得による支
出 

  △4 △1 

財務活動によるキャッ 
シュ・フロー 

  △410 △98 

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増減額（減少：△） 

  103 △131 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  821 924 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期末残高 

※１ 924 793 

       



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (イ）連結子会社の数 ３社 

 主要な連結子会社名は、「第１企業

の概況 ４．関係会社の状況」に記載

しているため省略しております。 

(イ）連結子会社の数 ２社 

 主要な連結子会社名は、「第１企業

の概況 ４．関係会社の状況」に記載

しているため省略しております。 

 なお、丸七ミヤマ工業株式会社及び

株式会社オバラシマリスは、平成19年

３月15日の株式追加取得に伴い、みな

し取得日を平成19年３月31日としてお

ります。 

 また、前連結会計年度において連結

子会社でありました株式会社セブン東

神（現、株式会社東神建材）は平成18

年６月に全株式を譲渡したため、連結

の範囲から除いております。 

  (ロ）主要な非連結子会社の名称等 

 非連結子会社は、SEVEN GUAM  

CO.,LTD.であります。 

(ロ）主要な非連結子会社の名称等 

同左 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社１社は、小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外しておりま

す。 

 

２．持分法の適用に関する事

項 

(イ）持分法適用会社の数 １社 

 持分法適用会社は、岐阜松下電工株

式会社であります。なお、同社は平成

17年８月１日付けにてエムエス建材株

式会社から商号変更しております。 

(イ）持分法適用会社の数 １社 

 持分法適用会社は、岐阜松下電工株

式会社であります。 

  (ロ）持分法を適用していない非連結子会

社SEVEN GUAM CO.,LTD.は、小規模であ

り、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）は、

連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

(ロ)             同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度末日と連結決算

日は一致しております。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しておりま

す。 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しておりま

す。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

  ロ デリバティブ 

時価法  

ロ デリバティブ 

同左 

  ハ たな卸資産 

商品 

先入先出法による原価法 

製品・仕掛品 

総平均法による原価法 

（ただし、構造部材については個

別法による原価法） 

ハ たな卸資産 

商品 

同左 

製品・仕掛品 

同左 

  原材料 

総平均法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

原材料 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

定額法  

建物以外 

定率法  

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物    ２年～47年 

機械装置及び運搬具  ２年～10年 

イ 有形固定資産 

同左 

  ロ 無形固定資産 

定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法 

ロ 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れの損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、

賞与の支給規程による支給対象期間に

対応する支給見込額を計上しておりま

す。 

ロ 賞与引当金 

同左 

  ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

しております。 

ハ 退職給付引当金 

同左 

  ニ 役員退職慰労引当金 

 当社及び一部の連結子会社は、役員

の退職慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

ニ 役員退職慰労引当金 

 当社は役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引については、特例

処理の要件を満たしているため、特例

処理を採用しております。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：変動金利借入金 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ハ ヘッジ方針 

 当社の社内規程である「市場リスク

管理規程」に基づき、金利変動リスク

をヘッジしております。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 当社の社内規程に基づき、金利スワ

ップ取引については特例処理を採用し

ているため、有効性の評価を省略して

おります。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

イ 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

──────  のれん及び負ののれんの償却方法につい

ては、５年間の均等償却によっておりま

す。 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した利益処分又は損失処理に基づ

いて作成しております。 

────── 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これにより税金等調整前当期純利益は58百万円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は8,232百万円で

あります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結財務諸表の純資産の部については、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。 

────── （企業結合に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成17年

12月27日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

号 最終改正平成18年12月22日）を適用しております。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度から「連結調整勘定」は、借方に「のれん」として無

形固定資産と、貸方に「負ののれん」として表示してお

ります。 



表示方法の変更 

追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで、流動負債の「その他」に含めて

表示しておりました「設備支払手形」は、当連結会計年

度において、資産の総額の100分の１を超えたため区分掲

記しております。 

 なお、前連結会計年度の「設備支払手形」は87百万円

であります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1) 売上原価（研究開発費）のうち、企画開発部の費用

について、同部の業務が、既存製品の改良を主体とし

ておりましたが、新製品の開発のウェイトが高くなっ

たことに伴い、当連結会計年度より「研究開発費及び

ソフトウェアの会計処理に関する実務指針（会計制度

委員会報告第12号 平成11年３月31日）」に従い、売

上原価から販売費及び一般管理費に変更しておりま

す。 

 この結果、従来の方法に比べて、売上総利益が90百

万円増加し、営業利益、経常利益、税金等調整前当期

純利益がそれぞれ7百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記

載のとおりであります。 

────── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

項目 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 

5,355百万円 5,581百万円 

※２．非連結子会社及び関連

会社に係る注記 

 非連結子会社及び関連会社に対するも

のは次のとおりであります。 

 非連結子会社及び関連会社に対するも

のは次のとおりであります。 

  投資有価証券（株式） 203百万円 投資有価証券（株式） 196百万円 

 ３．当座借越契約  当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

  当座借越極度額 2,700百万円 

借入実行残高 1,050 

差引額 1,650 

当座借越極度額 2,700百万円 

借入実行残高 1,400 

差引額 1,300 

※４．連結会計年度末日満期

手形 

──────  連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理しております。 

 なお、当連結会計年度末日が金融機関

の休日であったため、次の連結会計年度

末日満期手形が、当連結会計年度末残高

に含まれております。 

    受取手形 146百万円 

支払手形 472 

設備支払手形 3 

※５．発行済株式の種類及び

総数 

普通株式 15,577,500株 ────── 

※６．自己株式の種類及び総

数 

普通株式 639,957株 ────── 

※７．圧縮記帳  機械及び装置の取得価額からは、過年

度の国庫補助金の受入れにより実施した

圧縮記帳額68百万円が控除されておりま

す。 

────── 



（連結損益計算書関係） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費

のうち主要な費目及び

金額 

販売運賃 700百万円 

貸倒引当金繰入額 1 

役員報酬及び給料手当 585 

賞与引当金繰入額 42 

役員退職慰労引当金繰入

額 
12 

退職給付費用 41 

販売運賃 631百万円 

役員報酬及び給料手当 473 

賞与引当金繰入額 39 

役員退職慰労引当金繰入

額 
14 

退職給付費用 30 

※２．一般管理費及び当期製

造費用に含まれる研究

開発費 

  109百万円   114百万円 

※３．固定資産売却益の内訳 機械装置及び運搬具 0百万円 機械装置及び運搬具 2百万円 

※４．固定資産廃棄売却損の

内訳 

廃棄損    

建物及び構築物 9百万円 

機械装置及び運搬具 34 

その他 5 

計 48 

     

売却損    

機械装置及び運搬具 2百万円 

廃棄売却損合計 51百万円 

廃棄損    

建物及び構築物 2百万円 

機械装置及び運搬具 9 

その他 3 

計 16 

     

売却損    

機械装置及び運搬具 1百万円 

廃棄売却損合計 17百万円 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※５．減損損失 当社グループは以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 

遊休  

土地  岐阜県恵那市  

リース資産

他  

岐阜県加茂郡白 

川町他  

当社グループは以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 

不動産

賃貸 
土地  愛知県名古屋市 

  （経緯） 

 上記の資産については、木製品事業用と

して取得しましたが、景気の低迷による需

要の落ち込み等により現在は遊休資産とし

ております。 

 今後の利用計画も無く、市場価格等も著

しく下落しているため、減損損失を認識い

たしました。 

 また、営業損失を連続して計上するなど

収益性の悪化があり、今後も業績の回復が

見込めないため、減損損失を認識いたしま

した。 

（経緯） 

 上記の土地については、賃貸事業の不動

産賃貸用として取得しましたが、景気の低

迷による地価の下落等により帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、減損損失を認識い

たしました。 

  （減損損失の生じた主な固定資産の種類と

減損損失の金額） 

建物及び構築物 3百万円 

機械装置及び運搬具 1 

土地 25 

無形固定資産 2 

ファイナンス・リース

資産 

23 

計 58 

（減損損失の生じた主な固定資産の種類と

減損損失の金額） 

土地 30百万円 

計 30 

  （グルーピングの方法） 

 事業部門別を基本として、木製品事業に

おいては、製造部門を単位とし、賃貸事業

及び将来の使用が見込まれていない遊休資

産については、個々の物件単位でグルーピ

ングをしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

 資産グループごとの回収可能価額は正味

売却価額により測定しております。また、

正味売却価額は、不動産鑑定評価基準に基

づく鑑定評価額または固定資産税評価額に

合理的な調整を行って算出した金額を使用

しております。 

（グルーピングの方法） 

 事業部門別を基本として、木製品事業に

おいては、製造部門を単位とし、賃貸事業

及び将来の使用が見込まれていない遊休資

産については、個々の物件単位でグルーピ

ングをしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

 資産グループごとの回収可能価額は使用

価値により測定しております。また、使用

価値については、将来キャッシュ・フロー

を加重平均資本コスト（WACC）1.98％で割

り引いて算定しております。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 15,577 － － 15,577 

合計 15,577 － － 15,577 

自己株式        

普通株式（注） 639 3 － 643 

合計 639 3 － 643 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 37 2.5 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

平成18年10月27日 

取締役会 
普通株式 37 2.5 平成18年９月30日 平成18年12月１日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 37 利益剰余金  2.5 平成19年３月31日 平成19年６月27日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 924

現金及び現金同等物 924

  （百万円）

現金及び預金勘定 793

現金及び現金同等物 793

────── ※２ 当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で

なくなった会社の資産及び負債の主な内訳 

  株式の売却により株式会社セブン東神（現、株式

会社東神建材）が連結子会社でなくなったことに伴

う売却時の資産及び負債の内訳並びに株式会社セブ

ン東神（現、株式会社東神建材）株式の売却価額と

売却による支出は次のとおりであります。 
    （百万円）

流動資産 757

固定資産 3

流動負債 △737

固定負債 △33

その他 29

株式の売却価額 19

現金及び現金同等物 △84

差引：売却による支出 △64



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（借主側） （借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

660 391 4 264 

工具器具及び
備品 

96 39 － 57 

ソフトウェア 27 14 8 5 

合計 785 445 12 327 

 
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

339 163 176 

工具器具及び
備品 

75 30 45 

ソフトウェア 16 13 2 

合計 431 207 223 

（注）１．取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）１．       同左 

２．「工具器具及び備品」は、連結貸借対照表に

おいては、有形固定資産の「その他」に該当い

たします。 

２．       同左 

３．「ソフトウェア」は、連結貸借対照表におい

ては、無形固定資産に該当いたします。 

３．       同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

    未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

    

 １年内 110百万円 

 １年超 229 

 合計 339 

リース資産減損勘定の残高 12百万円 

 １年内 55百万円 

 １年超 168 

 合計 223 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

（注）         同左 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 114百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 10百万円 

減価償却費相当額 113百万円 

減損損失 23百万円 

支払リース料 106百万円 

減価償却費相当額 106百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 有価証券については、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、原則として減損処理を行っておりま

す。 

また、上記以外に下記の状態にある場合についても、原則として減損処理を行っております。 

・概ね過去２年間にわたり時価が取得原価に比べて30％以上50％未満継続して下落した場合 

・株式の発行会社が債務超過の状態にある場合 

・株式の発行会社が２期連続で損失を計上し翌期も損失が予想される場合 

・債券の発行会社の格付けに著しい低下があった場合 

・債券の発行会社の信用リスクの増大に起因して時価が著しく下落した場合 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 408 1,318 909 

(2）債券      

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 408 1,318 909 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券      

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 408 1,318 909 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

250 123 － 



３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 0 

投資事業有限責任組合 0 

優先出資証券 100 

  １年以内（百万円）
１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超（百万円） 

１．債券        

(1）国債・地方債等 － － － － 

(2）社債 － － － － 

(3）その他 － － － － 

２．その他        

優先出資証券 － 100 － － 

合計 － 100 － － 



当連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 有価証券については、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、原則として減損処理を行っておりま

す。 

また、上記以外に下記の状態にある場合についても、原則として減損処理を行っております。 

・概ね過去２年間にわたり時価が取得原価に比べて30％以上50％未満継続して下落した場合 

・株式の発行会社が債務超過の状態にある場合 

・株式の発行会社が２期連続で損失を計上し翌期も損失が予想される場合 

・債券の発行会社の格付けに著しい低下があった場合 

・債券の発行会社の信用リスクの増大に起因して時価が著しく下落した場合 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 410 1,177 767 

(2）債券      

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 410 1,177 767 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券      

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 410 1,177 767 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

0 0 － 



３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 0 

投資事業有限責任組合 0 

優先出資証券 100 

  １年以内（百万円）
１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超（百万円） 

１．債券        

(1）国債・地方債等 － － － － 

(2）社債 － － － － 

(3）その他 － － － － 

２．その他        

優先出資証券 50 50 － － 

合計 50 50 － － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

（1）通貨関連  

前連結会計年度（平成18年３月31日）  

通貨スワップ取引につきましては、平成17年10月25日に解約いたしましたので該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成19年３月31日）  

該当事項はありません。 

（2）金利関連  

前連結会計年度（平成18年３月31日）及び当連結会計年度（平成19年３月31日）  

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、開示対象から除いておりますので該当事項はありませ

ん。  

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、通貨スワップ取

引及び金利スワップ取引であります。 

(1）取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取

引であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の為替変動及び金利変動

によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は

行わない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、金利変動によるリスク回避を

目的としており、投機的な取引は行わない方針であり

ます。 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、通貨関連では輸入材の仕入予

定取引に係る為替変動リスクを回避する目的で通貨ス

ワップ取引を、金利関連では有利子負債に係る金利変

動リスクを回避し、金利コストを管理する目的で金利

スワップ取引を行っております。 

 なお、金利関連についてはデリバティブ取引を利用

してヘッジ会計を行っており、ヘッジ手段とヘッジ対

象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等について

は、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

４．会計処理基準に関する事項(6）重要なヘッジ会計

の方法に記載しております。 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、金利関連では有利子負債に係

る金利変動リスクを回避し、金利コストを管理する目

的で金利スワップ取引を行っております。 

 なお、金利関連についてはデリバティブ取引を利用

してヘッジ会計を行っており、ヘッジ手段とヘッジ対

象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等について

は、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

４．会計処理基準に関する事項(6）重要なヘッジ会計

の方法に記載しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 通貨スワップ取引及び金利スワップ取引は、為替相

場の変動及び市場金利の変動によるリスクを有してお

ります。しかし、当社のデリバティブ取引の契約先

は、いずれも信用度の高い国内の金融機関であるた

め、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスク

は、ほとんどないと判断しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスク

を有しております。しかし、当社のデリバティブ取引

の契約先は、いずれも信用度の高い国内の金融機関で

あるため、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リ

スクは、ほとんどないと判断しております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の実行及び管理は、「市場リスク

管理規程」に従い、経理部に集中しております。さら

に、経理部長は半期ごとの取締役会においてデリバテ

ィブ取引をも含んだ財務報告をすることとなっており

ます。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 退職金支給規程に基づく適格退職年金制度に加入しております。 

 また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割

増退職金を支払う場合があります。 

 なお、岐阜県木材厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は退職給付会計実務指針第33

項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち当社の掛金拠出割合に基づく期末の年金資

産残高は1,281百万円であります。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1) 退職給付債務（百万円） △642   △646  

(2) 年金資産残高（百万円） 590   649  

(3) 未積立退職給付債務(1)+(2)（百万円） △52   2  

(4) 未認識数理計算上の差異（百万円） △84   △104  

(5) 退職給付引当金(3)+(4)（百万円） △136   △101  

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1) 勤務費用（百万円） 43   41  

(2) 利息費用（百万円） 11   12  

(3) 期待運用収益（百万円） △4   △5  

(4) 数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 20   △3  

  小計（百万円） 71   44  

(5) 厚生年金基金掛金等（百万円） 79   81  

(6) 退職給付費用合計（百万円） 150   126  

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1）割引率（％） 2.0 2.0 

(2）期待運用収益率（％） 1.0 1.0 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4）数理計算上の差異の処理年数（年） 5 5 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (百万円）

繰延税金資産  

貸倒引当金 54 

賞与引当金 58 

退職給付引当金 54 

役員退職慰労引当金 26 

減損損失 15 

関係会社株式 29 

連結子会社の留保利益金 69 

繰越欠損金 88 

その他有価証券評価差額金 13 

その他 56 

繰延税金資産小計 466 

評価性引当額 △167 

繰延税金資産合計 299 

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △368 

その他 △3 

繰延税金負債合計 △372 

繰延税金資産の純額 △73 

  (百万円）

繰延税金資産  

貸倒引当金 16 

賞与引当金 62 

退職給付引当金 41 

役員退職慰労引当金 26 

減損損失 22 

関係会社株式 29 

連結子会社の留保利益金 8 

繰越欠損金 2 

その他 43 

繰延税金資産小計 252 

評価性引当額 △115 

繰延税金資産合計 136 

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △310 

その他 △3 

繰延税金負債合計 △313 

繰延税金資産の純額 △177 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 221 

固定資産－繰延税金資産 0 

固定負債－その他 294 

流動資産－繰延税金資産 93 

固定資産－繰延税金資産 0 

固定負債－その他 270 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  (％）

法定実効税率 40.4 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.7 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△0.4 

住民税均等割 1.7 

評価性引当額の増減 2.4 

連結子会社の留保利益金 △12.0 

持分法による投資利益 △1.1 

試験研究費等に係る税額控除 △2.2 

その他 0.8 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
30.3 

  (％）

法定実効税率 40.4 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.6 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△0.6 

住民税均等割 1.9 

評価性引当額の増減 7.9 

持分法による投資利益 △0.1 

試験研究費等に係る税額控除 0.3 

その他 0.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
50.9 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

① 木製品事業…階段部材・和風造作材・カウンター・構造用集成材・建具・洋風造作材・住宅パネル 

② 賃貸事業……不動産賃貸 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、428百万円であります。その主

なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「追加情報」に記載のとおり、売上原価（研究開発

費）のうち、企画開発部の費用について、当連結会計年度より「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に

関する実務指針（会計制度委員会報告第12号 平成11年３月31日）」に従い、売上原価から販売費及び一般

管理費に変更しております。 

 この結果、従来の方法に比べ木製品事業について営業利益は7百万円減少しております。 

５．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,323百万円であります。その主なものは、

当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であり

ます。 

 
木製品事業 
（百万円） 

賃貸事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円)

Ⅰ．売上高及び営業利益          

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 21,337 191 21,529 － 21,529 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 21,337 191 21,529 － 21,529 

営業費用 20,759 38 20,798 428 21,226 

営業利益 577 152 730 (428) 302 

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
         

資産 14,107 1,146 15,254 2,323 17,578 

減価償却費 386 25 411 15 426 

減損損失 58 － 58 － 58 

資本的支出 563 － 563 15 579 



当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

① 木製品事業…階段部材・和風造作材・カウンター・構造用集成材・洋風造作材・住宅パネル 

② 賃貸事業……不動産賃貸 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、424百万円であります。その主

なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,168百万円であります。その主なものは、

当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であり

ます。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がな

いため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

 
木製品事業 
（百万円） 

賃貸事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円)

Ⅰ．売上高及び営業利益          

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 20,359 191 20,550 － 20,550 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 20,359 191 20,550 － 20,550 

営業費用 19,500 36 19,537 424 19,962 

営業利益 858 154 1,013 (424) 588 

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
         

資産 14,621 1,129 15,750 2,168 17,919 

減価償却費 376 23 400 11 412 

減損損失 － 30 30 － 30 

資本的支出 599 － 599 4 604 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

(2）子会社等 

 （注）１．(1)及び(2)の取引金額については、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

２．住友商事㈱の議決権等の被所有割合のうち、間接所有は三井住商建材㈱によるものであります。 

３．岐阜松下電工㈱は、平成17年８月１日付けにて、エムエス建材㈱から商号変更しております。 

４．取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 木質建材の販売については、価格その他の取引条件は当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によ

っております。 

② 木質建材の仕入については、価格その他の取引条件は当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によ

っております。 

③ 不動産の賃貸料については、近隣の家賃を参考にして、同等の価格によっております。 

④ 外注加工費については、一般の取引条件と同様に決定しております。 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金 

(百万円)
事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係 

親会社 
住友商事
㈱ 

東京都 
中央区 

219,278 総合商社 
（被所有）
直接50.8％ 
間接 0.3％ 

出向
５名 
転籍 
１名 

木質建材
の仕入 

木質建材の仕入 640 

支払手形 1 

買掛金 257 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金 

(百万円)
事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係 

関連会社 
岐阜松下
電工㈱ 

岐阜県 
美濃加茂
市 

90 
木製品加工
販売 

（所有）
直接30.0％ 

兼任
１名 

当社製品
の販売及
び当社不
動産の賃
貸 

木質建材の販売
及び不動産の賃
貸 

868 売掛金 65 

木質建材の仕入
及び外注加工費
の支払 

116 買掛金 17 



当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

(2）子会社等 

 （注）１．(1)及び(2)の取引金額については、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

２．住友商事㈱の議決権等の被所有割合のうち、間接所有は三井住商建材㈱によるものであります。 

３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 木質建材の販売については、価格その他の取引条件は当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によ

っております。 

② 木質建材の仕入については、価格その他の取引条件は当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によ

っております。 

③ 不動産の賃貸料については、近隣の家賃を参考にして、同等の価格によっております。 

④ 外注加工費については、一般の取引条件と同様に決定しております。 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金 

(百万円)
事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係 

親会社 
住友商事
㈱ 

東京都 
中央区 

219,278 総合商社 
（被所有）
直接50.7％ 
間接 0.3％ 

出向
５名 

木質建材
の仕入 

木質建材の仕入 824 買掛金 354 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金 

(百万円)
事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係 

関連会社 
岐阜松下
電工㈱ 

岐阜県 
美濃加茂
市 

90 
木製品加工
販売 

（所有）
直接30.0％ 

兼任
１名 

当社製品
の販売及
び当社不
動産の賃
貸 

木質建材の販売
及び不動産の賃
貸 

489 売掛金 23 

木質建材の仕入
及び外注加工費
の支払 

77 買掛金 5 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額   542円43銭      551円27銭 

１株当たり当期純利益金額  26円49銭    17円24銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（百万円） 395 257 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 395 257 

期中平均株式数（千株） 14,944 14,935 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成18年３月31日付けにて連結子会社である

株式会社セブン東神の全株式を譲渡することについて、

越智産業株式会社と基本合意書を締結し、平成18年６月

22日に株式譲渡契約書を締結し、株式の譲渡が完了いた

しました。 

① 株式の譲渡理由 

 当社が、株式を100％保有する連結子会社である株式

会社セブン東神は、愛知、神奈川及び長野において、地

域に密着した営業を行っております。今般、当社グルー

プの経営戦略において、同社の位置付け及び今後の事業

の方向性を勘案した結果、株式を譲渡することが当社及

び同社の経営資源のより効率的な活用につながることと

判断いたしました。 

② 異動する子会社の概要 

③ 譲渡先の概要 

④ 株式譲渡の内容 

商号 株式会社セブン東神  

代表者 代表取締役社長 布 隆夫  

所在地  
愛知県愛西市北一色町東田面87番地

１  

設立年月日  昭和24年６月21日  

事業の内容  合板・建材、住宅設備機器の販売  

決算期 ３月31日  

商号 越智産業株式会社  

代表者 代表取締役社長 越智 通広  

本店所在地  
福岡県福岡市中央区那の津三丁目12

番20号 

主な事業の内

容  

建材資材の販売、住宅設備機器の販

売等  

移動前の所有

株式数 
3,400,000株（100.0％）  

譲渡株式数 3,400,000株  

譲渡金額 19百万円  

移動後の所有

株式数  
    0株（0.0％） 

────── 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率を算定する際の利率及び残高は、期末の数値を使用しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,299 1,450 1.0 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 721 562 1.6 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,459 1,336 1.7 
平成20年～ 

平成25年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 3,479 3,348 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 413 392 329 119 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     628     692  

２．受取手形  ※７    1,385     1,733  

３．売掛金  ※４    3,693     4,139  

４．商品     19     12  

５．製品     465     527  

６．原材料     743     704  

７．仕掛品     916     1,128  

８．貯蔵品     27     20  

９．繰延税金資産     199     85  

 10. 未収入金  ※４    262     200  

 11. 手形債権信託受益権     100     118  

 12. その他     1     17  

 13. 貸倒引当金     △12     △3  

流動資産合計     8,432 50.8   9,377 53.5 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産 ※１            

(1) 建物     1,778     1,768  

(2) 構築物     229     213  

(3) 機械及び装置 ※５   1,056     1,130  

(4) 車両運搬具     6     5  

(5) 工具器具及び備品     33     29  

(6) 土地     3,174     3,143  

(7) 建設仮勘定     23     54  

(8) 山林     11     11  

有形固定資産合計     6,314 38.0   6,357 36.2 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産              

(1) ソフトウェア     29     75  

(2) その他     88     138  

無形固定資産合計     117 0.7   213 1.2 

３．投資その他の資産              

(1) 投資有価証券     1,419     1,278  

(2) 関係会社株式     121     149  

(3) 出資金     31     0  

(4) 破産債権・更生債権
その他これらに準ず
る債権 

    2     0  

(5) 長期前払費用     0     1  

(6) 差入保証金     61     73  

(7) 会員権     83     68  

(8) 保険積立金     41     57  

(9) その他     26     0  

(10) 貸倒引当金     △53     △40  

投資その他の資産合
計 

    1,735 10.5   1,589 9.1 

固定資産合計     8,167 49.2   8,161 46.5 

資産合計     16,599 100.0   17,539 100.0 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形 ※4.7   2,246     2,852  

２．買掛金 ※４   1,963     2,120  

３．短期借入金     1,200     1,450  

４．一年内返済予定長期
借入金 

    708     560  

５．未払金     229     187  

６．未払費用     79     102  

７．未払消費税等     7     22  

８．未払法人税等     22     64  

９．前受金     8     11  

 10．預り金     25     41  

 11．賞与引当金     130     140  

 12．関係会社損失引当金     71     －  

 13．設備支払手形 ※4.7   87     242  

 14．その他     17     36  

流動負債合計     6,795 40.9   7,831 44.7 

Ⅱ 固定負債              

１．長期借入金     1,454     1,333  

２．繰延税金負債     294     270  

３．退職給付引当金     127     101  

４．役員退職慰労引当金     53     66  

５．その他     4     1  

固定負債合計     1,933 11.7   1,772 10.1 

負債合計     8,728 52.6   9,604 54.8 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※２   2,473 14.9   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

資本準備金   2,675     －    

資本剰余金合計     2,675 16.1   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   618     －    

２．任意積立金              

(1) 圧縮記帳積立金   5     －    

(2) 別途積立金   1,000     －    

３．当期未処分利益   825     －    

利益剰余金合計     2,449 14.7   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    508 3.1   － － 

Ⅴ 自己株式 ※３   △235 △1.4   － － 

資本合計     7,870 47.4   － － 

負債・資本合計     16,599 100.0   － － 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本              

１．資本金     － －   2,473 14.1 

２．資本剰余金              

(1）資本準備金   －     2,675    

資本剰余金合計      － －   2,675 15.2 

３．利益剰余金              

(1）利益準備金   －     618    

(2）その他利益剰余金              

圧縮記帳積立金   －     4    

別途積立金   －     1,000    

繰越利益剰余金   －     942    

利益剰余金合計      － －   2,565 14.6 

４．自己株式     － －   △236 △1.3 

株主資本合計      － －   7,477 42.6 

Ⅱ 評価・換算差額等              

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   456 2.6 

評価・換算差額等合計      － －   456 2.6 

純資産合計      － －   7,934 45.2 

負債純資産合計      － －   17,539 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高              

１．製品売上高   16,437     16,686    

２．商品売上高   3,153     3,632    

３．賃貸収入   191 19,782 100.0 191 20,509 100.0 

Ⅱ 売上原価              

(1）製品売上原価              

１．期首製品たな卸高   445     465    

２．当期製品製造原価 ※２ 13,181     13,172    

３．当期製品仕入高   1,623     1,770    

合計   15,249     15,408    

４．期末製品たな卸高   465     527    

５．製品売上原価   14,784     14,881    

(2）商品売上原価              

１．期首商品たな卸高   19     19    

２．当期商品仕入高   2,943     3,364    

合計   2,963     3,383    

３．期末商品たな卸高   19     12    

４．商品売上原価   2,943     3,371    

(3）賃貸原価   38 17,766 89.8 36 18,289 89.2 

売上総利益     2,015 10.2   2,220 10.8 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．販売運賃  638     608    

２．広告宣伝費   8     7    

３．販売促進費   7     5    

４．役員報酬  56     90    

５．給料及び手当  371     361    

６．賞与   36     42    

７．賞与引当金繰入額  38     39    

８．退職給付費用  36     29    

９．役員退職慰労引当金
繰入額 

 10     14    

10．法定福利費   52     55    

11．旅費交通費   41     41    

12．租税公課   25     22    

13．減価償却費   19     15    

14．賃借料   70     71    

15. 研究開発費 ※２ 97     101    

16．その他   294 1,806 9.1 245 1,753 8.5 

営業利益     208 1.1   466 2.3 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   0     0    

２．有価証券利息   0     －    

３．受取配当金 ※１ 13     23    

４．仕入割引 ※１ 14     16    

５. デリバティブ解約益   272     －    

６．受取手数料   7     6    

７．その他   16 324 1.6 6 52 0.3 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   40     43    

２．社債利息   0     －    

３．売上割引   24     27    

４．手形売却損   1     1    

５．その他   5 72 0.4 0 73 0.4 

経常利益     461 2.3   445 2.2 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※３ 0     2    

２．投資有価証券売却益   123     0    

３．貸倒引当金戻入益   27     8    

４．保険差益   －     8    

５．その他   3 154 0.8 0 19 0.0 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産廃棄売却損 ※４ 47     17    

２. 製品補償損失    17     16    

３．関係会社損失引当金
繰入額 

  71     －    

４. 減損損失  ※５ 38     30    

５．その他   6 179 0.9 2 66 0.3 

税引前当期純利益     435 2.2   398 1.9 

法人税、住民税及び事業
税 

  9     58    

法人税等調整額   139 149 0.7 148 207 1.0 

当期純利益     286 1.5   191 0.9 

前期繰越利益     576     －  

中間配当額     37     －  

当期未処分利益     825     －  

               



製造原価明細書 

 （注） 

賃貸原価明細書 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費     8,833 67.0   9,179 68.6 

Ⅱ 労務費     1,939 14.7   1,612 12.0 

Ⅲ 経費              

１．減価償却費   362     352    

２．外注加工費   1,088     1,342    

３．その他   956 2,407 18.3 897 2,592 19.4 

当期総製造費用     13,180 100.0   13,385 100.0 

期首仕掛品たな卸高     917     916  

期末仕掛品たな卸高     916     1,128  

当期製品製造原価     13,181     13,172  

               

項目 前事業年度 当事業年度 

原価計算の方法  予定原価に基づく工程別製品別総
合原価計算を実施しております。 
 ただし、構造部材については実際
原価に基づく個別原価計算を実施し
ております。 

同左 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

１．減価償却費   25 64.9 23 64.6 

２．賃借料   2 5.8 2 6.3 

３．租税公課   9 23.4 8 22.9 

４．保険料   2 5.4 1 5.2 

５．その他   0 0.5 0 1.0 

合計   38 100.0 36 100.0 

           



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年６月27日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     825 

Ⅱ 任意積立金取崩高      

圧縮記帳積立金取崩
高 

  0 0

合計     825 

Ⅲ 利益処分額      

配当金   37 37 

Ⅳ 次期繰越利益     788 

       



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自 己 
株 式 

株主資本
合  計資 本 

準備金 

資 本 

剰余金 

合 計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

圧縮記帳
積 立 金

別 途 
積立金 

繰越利益
剰 余 金

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,473 2,675 2,675 618 5 1,000 825 2,449 △235 7,362 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当（注） － － － － － － △37 △37 － △37 

剰余金の配当 － － － － － － △37 △37 － △37 

圧縮記帳積立金の取崩
（注） 

－ － － － △0 － 0 － － － 

圧縮記帳積立金の取崩 － － － － △0 － 0 － － － 

当期純利益 － － － － － － 191 191 － 191 

自己株式の取得 － － － － － － － － △1 △1 

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 
（純額） 

－ － － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － △0 － 116 116 △1 115 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,473 2,675 2,675 618 4 1,000 942 2,565 △236 7,477 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評 価 差 額 金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

508 508 7,870 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注） － － △37 

剰余金の配当 － － △37 

圧縮記帳積立金の取崩
（注） 

－ － － 

圧縮記帳積立金の取崩 － － － 

当期純利益 － － 191 

自己株式の取得 － － △1 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△51 △51 △51 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△51 △51 63 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

456 456 7,934 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ評価基準及

び評価方法 

 時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

先入先出法による原価法 

(1）商品 

同左 

  (2）製品・仕掛品 

総平均法による原価法 

（ただし、構造部材については個別

法による原価法） 

(2）製品・仕掛品 

同左 

  (3）原材料 

総平均法による原価法 

(3）原材料 

同左 

  (4）貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

(4）貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

建物以外 

定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物       ２年～47年 

機械及び装置      ９年 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

５．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れの損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、

賞与の支給規程による支給対象期間に

対応する支給見込額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理しており

ます。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

  (5）関係会社損失引当金 

 関係会社の債務超過額相当分を解消

するための負担見込額を計上しており

ます。 

────── 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引については、特例

処理の要件を満たしているため、特例

処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：変動金利借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 当社の社内規程である「市場リスク

管理規程」に基づき、金利変動リスク

をヘッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 当社の社内規程に基づき、金利スワ

ップ取引については特例処理を採用し

ているため、有効性の評価を省略して

おります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税引前当期純利益は38百万円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は7,934百万円で

あります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける財務諸表の純資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1) 売上原価（研究開発費）のうち、企画開発部の費用

について、同部の業務が、既存製品の改良を主体とし

ておりましたが、新製品の開発のウェイトが高くなっ

たことに伴い、当事業年度より「研究開発費及びソフ

トウェアの会計処理に関する実務指針（会計制度委員

会報告第12号 平成11年３月31日）」に従い、売上原

価から販売費及び一般管理費に変更しております。 

 この結果、従来の方法に比べて、売上総利益が90百

万円増加し、営業利益、経常利益、税引前当期純利益

がそれぞれ7百万円減少しております。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

項目 
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 

  5,262百万円   5,480百万円 

※２ 授権株式数及び発行済

株式総数 

授権株式数 普通株式 39,821,000株 

 ただし、株式の消却が行われた場合に

は、これに相当する株式数を減ずる。 

発行済株式総数    

  普通株式 15,577,500株 

────── 

※３ 自己株式の種類及び株

式数 

普通株式 639,957株 ────── 

※４ 関係会社に対する主な

資産・負債 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含

まれている関係会社に対するものは次の

とおりであります。 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含

まれている関係会社に対するものは次の

とおりであります。 

  売掛金 180百万円 

未収入金 19 

支払手形 1 

買掛金 507 

売掛金 24百万円 

未収入金 32 

設備支払手形 4 

買掛金 467 

※５ 圧縮記帳  機械及び装置の取得価額からは、過年

度の国庫補助金の受入れにより実施した

圧縮記帳額68百万円が控除されておりま

す。 

────── 

 ６ 当座借越契約  当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

  当座借越極度額 2,700百万円 

借入実行残高 1,050 

差引額 1,650 

当座借越極度額 2,700百万円 

借入実行残高 1,400 

差引額 1,300 

※７ 期末日満期手形 ──────  事業年度末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理し

ております。 

 なお、当事業年度末日が金融機関の休

日であったため、次の事業年度末日満期

手形が、当事業年度末残高に含まれてお

ります。 

受取手形 145百万円 

支払手形 472 

設備支払手形 3 

 ８ 配当制限  商法施行規則第124条第３号に規定する

資産に時価を付したことにより増加した

純資産額は508百万円であります。  

────── 



（損益計算書関係） 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 関係会社との取引高 ────── 関係会社との取引に係るものが次のとお

り含まれております。 

受取配当金 8百万円 

仕入割引 9 

※２ 研究開発費の総額 一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費 

  109百万円 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費 

  114百万円 

※３ 固定資産売却益の内訳 車輌運搬具 0百万円 

計 0 

機械及び装置 2百万円 

車輌運搬具 0 

計 2 

※４ 固定資産廃棄売却損の

内訳 

廃棄損    

建物 2百万円 

構築物 2 

機械及び装置 34 

工具器具及び備品 5 

計 44 

廃棄損    

建物 2百万円 

構築物 0  

機械及び装置 9 

車両運搬具 0 

工具器具及び備品 3 

計 16 

  売却損    

機械及び装置 2百万円 

廃棄売却損合計 47百万円 

売却損    

機械及び装置 1百万円 

廃棄売却損合計 17百万円 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※５．減損損失  当社は以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

用途 種類 場所 

遊休  

土地  岐阜県恵那市  

リース資産

他  

岐阜県加茂郡白 

川町他  

 当社は以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

用途 種類 場所 

不動産

賃貸  
土地  愛知県名古屋市 

  （経緯） 

 上記の資産については、木製品事業用と

して取得しましたが、景気の低迷による需

要の落ち込み等により現在は遊休資産とし

ております。 

 今後の利用計画も無く、市場価格等も著

しく下落しているため、減損損失を認識い

たしました。 

（経緯） 

 上記の土地については、賃貸事業の不動

産賃貸用として取得しましたが、景気の低

迷による地価の下落等により帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、減損損失を認識い

たしました。 

  （減損損失の生じた主な固定資産の種類と

減損損失の金額） 

機械及び装置 1百万円 

土地 25 

ファイナンス・リース

資産 

10 

計 38 

（減損損失の生じた主な固定資産の種類と

減損損失の金額） 

土地 30百万円 

計 30 

  （グルーピングの方法） 

 事業部門別を基本として、木製品事業に

おいては、製造部門を単位とし、賃貸事業

及び将来の使用が見込まれていない遊休資

産については、個々の物件単位でグルーピ

ングをしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

 資産グループごとの回収可能価額は正味

売却価額により測定しております。また、

正味売却価額は、不動産鑑定評価基準に基

づく鑑定評価額または固定資産税評価額に

合理的な調整を行って算出した金額を使用

しております。 

（グルーピングの方法） 

 事業部門別を基本として、木製品事業に

おいては、製造部門を単位とし、賃貸事業

及び将来の使用が見込まれていない遊休資

産については、個々の物件単位でグルーピ

ングをしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

 資産グループごとの回収可能価額は使用

価値により測定しております。また、使用

価値については、将来キャッシュ・フロー

を加重平均資本コスト（WACC）1.98％で割

り引いて算定しております。 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

（リース取引関係） 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式（注） 639 3 － 643 

合計 639 3 － 643 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（借主側） （借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装置 652 387 － 264 

工具器具及び
備品 

96 39 － 57 

ソフトウェア 16 10 － 5 

合計 765 438 － 327 

 
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

機械及び装置 339 163 176 

工具器具及び
備品 

75 30 45 

ソフトウェア 16 13 2 

合計 431 207 223 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注）          同左 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

   

１年内 106百万円 

１年超 220 

合計 327 

リース資産減損勘定の残高 －百万円 

１年内 55百万円 

１年超 168 

合計 223 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

（注）          同左 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 110百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 10百万円 

減価償却費相当額 110百万円 

減損損失  10百万円 

支払リース料 106百万円 

減価償却費相当額 106百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (百万円）

繰延税金資産  

貸倒引当金 21 

賞与引当金 52 

退職給付引当金 51 

役員退職慰労引当金 23 

減損損失 10 

関係会社損失引当金 28 

関係会社株式 57 

繰越欠損金 54 

その他有価証券評価差額金 13 

その他 52 

繰延税金資産小計 365 

評価性引当額 △87 

繰延税金資産合計 277 

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △368 

その他 △3 

繰延税金負債合計 △372 

繰延税金資産の純額 △94 

  (百万円）

繰延税金資産  

貸倒引当金 16 

賞与引当金 56 

退職給付引当金 41 

役員退職慰労引当金 26 

減損損失 22 

関係会社株式 29 

その他 44 

繰延税金資産小計 237 

評価性引当額 △108 

繰延税金資産合計 128 

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △310 

その他 △3 

繰延税金負債合計 △313 

繰延税金資産の純額 △184 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  (％）

法定実効税率 40.4 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.9 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△0.5 

住民税均等割 2.0 

評価性引当額の増減 △5.8 

試験研究費等に係る税額控除 △2.9 

その他 0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
34.3 

  (％）

法定実効税率 40.4 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.8 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△0.8 

住民税均等割 2.5 

評価性引当額の増減 8.6 

試験研究費等に係る税額控除 0.4 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
52.0 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額    526円92銭       531円31銭 

１株当たり当期純利益金額 19円15銭   12円80銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（百万円） 286 191 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 286 191 

期中平均株式数（千株） 14,944 14,935 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成18年３月31日付けにて連結子会社であ

る株式会社セブン東神の全株式を譲渡することについ

て、越智産業株式会社と基本合意書を締結し、平成18

年６月22日に株式譲渡契約書を締結し、株式の譲渡が

完了いたしました。 

① 株式の譲渡理由 

 当社が、株式を100％保有する連結子会社である株式

会社セブン東神は、愛知、神奈川及び長野において、

地域に密着した営業を行っております。今般、当社グ

ループの経営戦略において、同社の位置付け及び今後

の事業の方向性を勘案した結果、株式を譲渡すること

が当社及び同社の経営資源のより効率的な活用につな

がることと判断いたしました。 

② 異動する子会社の概要 

③ 譲渡先の概要 

④ 株式譲渡の内容 

商号 株式会社セブン東神  

代表者 代表取締役社長 布 隆夫  

所在地  
愛知県愛西市北一色町東田面87番地

１  

設立年月日  昭和24年６月21日  

事業の内容  合板・建材、住宅設備機器の販売  

決算期 ３月31日  

商号 越智産業株式会社  

代表者 代表取締役社長 越智 通広  

本店所在地  
福岡県福岡市中央区那の津三丁目12

番20号 

主な事業の内

容  

建材資材の販売、住宅設備機器の販

売等  

移動前の所有

株式数 
3,400,000株（100.0％）  

譲渡株式数 3,400,000株（譲渡金額19百万円） 

譲渡株式数 3,400,000株（譲渡金額19百万円） 

移動後の所有

株式数  
    0株（0.0％） 

────── 

 



前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

──────  当社は、平成19年３月15日開催の当社取締役会におい

て、当社の100％子会社である株式会社オバラシマリス

と平成19年３月15日付で合併契約を締結し、平成19年６

月１日付で簡易合併の手続きにより吸収合併をいたしま

した。 

① 合併の目的 

 当社が株式を100％保有する連結子会社である株式会

社オバラシマリスは、主に当社の住宅部材の製造を行っ

ておりましたが、当社における既存事業の再構築のため

の経営資源の集中と効率化を図るものであります。 

② 合併の要旨 

１．合併の日程 

合併期日 平成19年６月１日 

２．合併方式 

 当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社オバ

ラシマリスは解散いたしました。 

３．合併比率並びに合併交付金 

 当社は、株式会社オバラシマリスの発行株式のすべて

を所有しているため、合併による新株式の発行、資本金

の増加及び合併交付金の交付はありません。 

４．株式会社オバラシマリスの新株予約権及び新株予

約権付に関する取扱い 

 新株予約権及び新株予約権付社債は発行されておりま

せん。 

５．企業結合に係る会計基準上、共通支配下の取引に

該当いたしますが、損益への影響は軽微であります。 

③ 財産の引継 

 株式会社オバラシマリスの平成19年５月31日現在の貸

借対照表を基礎とし、一切の資産、負債及び権利義務を

合併期日において当社に引き継ぎました。 

 合併により引き継ぐ主な資産・負債の内訳 

④ 株式会社オバラシマリスの概要 

１．主な事業の内容 

  集成材の製造・販売 

２．直近の財務状態等（平成19年３月期） 

流動資産  85百万円 

固定資産  20百万円 

流動負債  46百万円 

資本金  15百万円 

純資産  63百万円 

総資産 106百万円 

売上高 387百万円 

従業員数  13名 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

    銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱レオパレス２１ 280,000 1,092 

住友林業㈱（持株会分含む） 65,253 80 

松下電工㈱ 3,300 4 

その他 ２銘柄 41 0 

    計 348,594 1,177 

    種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

  

（優先出資証券） 

レオパレス・リート第一優先出資証

券 

1,000 50 

レオパレス・リートⅢ第一優先出資

証券 

1,000 50 

（投資事業有限責任組合） 

ＫＦ-アジア１号投資事業組合 1 0 

    計 － 100 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増減額の主なものは下記のとおりであります。 

２．当期減少額欄の（ ）は内書きで、減損損失の計上額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産              

建物 3,487 89 19 3,557 1,789 98 1,768 

構築物 648 16 2 662 448 31 213 

機械及び装置 4,018 335 145 4,209 3,078 246 1,130 

車両運搬具 65 1 10 56 50 2 5 

工具器具及び備品 148 9 14 142 113 9 29 

土地 3,174 0 
30 

(30)
3,143 － － 3,143 

建設仮勘定 23 44 13 54 － － 54 

山林 11 － － 11 － － 11 

有形固定資産計 11,576 497 
235 

(30)
11,838 5,480 388 6,357 

無形固定資産              

ソフトウェア 60 61 － 121 46 15 75 

その他 88 67 17 139 0 0 138 

無形固定資産計 148 129 17 260 47 16 213 

長期前払費用 1 1 0 2 0 0 1 

繰延資産              

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物  増加額（百万円） 資材物流センター 68 

機械及び装置 

増加額（百万円） 

七宗第１工場 219 

資材物流センター 69 

美濃加茂第１工場 23 

美濃加茂第４工場 12 

減少額（百万円） 

七宗第１工場 49 

美濃加茂第４工場  46 

美濃加茂第１工場 15 

土地  
減少額（減損損失）

（百万円） 
愛知県名古屋市 

30 

(30) 



【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替による取崩額であります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 66 43 12 54 43 

賞与引当金 130 140 130 － 140 

役員退職慰労引当金 53 18 5 － 66 

関係会社損失引当金 71 － 71 － － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 0 

預金  

当座預金 671 

普通預金 18 

別段預金 1 

小計 691 

合計 692 

相手先 金額（百万円） 

永大産業㈱ 472 

稲畑産業㈱ 442 

東洋プライウッド㈱ 163 

㈱パル 83 

丸紅建材㈱ 68 

その他 503 

合計 1,733 

期日別 金額（百万円） 

平成19年３月 145 

４月 303 

５月 490 

６月 353 

７月以降 441 

合計 1,733 



ハ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、当期発生高には消費税等が含まれております。 

ニ．商品 

ホ．製品 

相手先 金額（百万円） 

㈱レオパレス２１ 2,295 

稲畑産業㈱ 312 

㈱ユニディオライヴズ 186 

住友林業㈱ 180 

㈱エヌ・シー・エヌ 122 

その他 1,041 

合計 4,139 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

3,693 21,533 21,088 4,139 83.6 66.4 

品目 金額（百万円） 

住宅部材 12 

合計 12 

品目 金額（百万円） 

積層部材 141 

化粧部材 312 

構造部材 73 

合計 527 



ヘ．原材料 

ト．仕掛品 

チ．貯蔵品 

② 流動負債 

イ．支払手形 

相手先別内訳 

品目 金額（百万円） 

原板 375 

芯材 95 

合板 132 

単板 40 

その他 59 

合計 704 

品目 金額（百万円） 

積層部材 705 

化粧部材 67 

構造部材 355 

合計 1,128 

品目 金額（百万円） 

補助材料（塗装及び接着剤他） 17 

消耗工具その他 3 

合計 20 

相手先 金額（百万円） 

住友林業㈱ 331 

三井住商建材㈱ 253 

㈱大三商行 230 

太陽木材工業㈱ 188 

岩谷産業㈱ 107 

その他 1,741 

合計 2,852 



期日別内訳 

ロ．買掛金 

ハ．短期借入金 

期日別 金額（百万円） 

平成19年３月 472 

４月 711 

５月 647 

６月 520 

７月以降 501 

合計 2,852 

相手先 金額（百万円） 

丸紅建材㈱  705 

住友商事㈱ 354 

住友林業㈱ 102 

丸七ミヤマ工業㈱ 83 

稲畑産業㈱ 63 

その他 810 

合計 2,120 

相手先 金額（百万円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 600 

㈱みずほ銀行 200 

㈱三井住友銀行 200 

㈱十六銀行 200 

㈱大垣共立銀行 200 

住友信託銀行㈱ 50 

合計 1,450 



③ 固定負債 

イ．長期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 469 

㈱三井住友銀行 228 

㈱十六銀行 151 

㈱大垣共立銀行 138 

日本生命保険相互会社 135 

㈱みずほ銀行 121 

商工組合中央金庫 89 

合計 1,333 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券、10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 １．喪失登録申請 １株につき 10,000円 

２．喪失登録株券 １株につき   500円 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

当社の公告は、電子公告により行う。やむを得ない事由により、電子公

告によることができない場合は日本経済新聞に記載する方法により行

う。 

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次

のとおりです。 

http://www.seven-gr.co.jp  

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第47期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日東海財務局長に提出 

(2）半期報告書 

（第48期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月22日東海財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

平成18年12月１日東海財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

       

      平成18年6月27日 

セブン工業株式会社      

取締役会 御中       

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 越  山     薫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松  岡  憲  正  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているセブン

工業株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、セブ

ン工業株式会社及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適

用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

       

      平成19年6月26日 

セブン工業株式会社      

取締役会 御中       

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松  岡  憲  正  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 豊  田  裕  一  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているセブン

工業株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、セブ

ン工業株式会社及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

       

      平成18年6月27日 

セブン工業株式会社      

取締役会 御中       

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 越  山     薫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松  岡  憲  正  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているセブン

工業株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第47期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、セブン工

業株式会社の平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準によ

り財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

       

      平成19年6月26日 

セブン工業株式会社      

取締役会 御中       

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松  岡  憲  正  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 豊  田  裕  一  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているセブン

工業株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第48期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、セブン工

業株式会社の平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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